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第１章 評価・検証の概要 
 

 

１ 目的 

・第４次浜松市教育総合計画の着実な推進に向けて、学校・教職員、児童生徒、保護者に調査

を実施することで、成果指標の達成状況及び実態を把握し、各施策等の取組状況について評

価・検証を行い、次年度以降の施策推進につなげる。 

・調査結果について、大学や国と連携して分析することで、データの利活用の推進を図る。 

 

２ 評価・検証に係る調査 

（１） 取組状況調査 

ア 調査対象 

  ・第４次浜松市教育総合計画 関係課 

イ 調査方法 

     ・毎年度実施 

 

（２） 実態把握調査 

ア 調査対象 

《教職員》 

・校長、教頭 

・教員（主幹教諭・教諭（再任用職員含む））、 

任期付教員（教諭）・臨時的任用職員（教諭）で授業を担当するもの 

《児童生徒及びその保護者》 

・小学５年生、中学２年生、高校２年生 

・小学５年生、中学２年生、高校２年生の保護者 

イ 調査方法 

・毎年度実施（Google フォーム） 
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３ 令和７年度における調査 
（１） 取組状況調査 

ア 調査時期   令和８年５月 

イ 調査対象   関係課 28 課（詳細は以下の表のとおり） 

部 課名 

学校教育部 
教育総務課、教育施設課、学校・地域連携課、教育支援課、 

教職員課、教育センター、指導課、市立高等学校、健康安全課 

こども家庭部 こども若者政策課（青少年育成センター）、幼保運営課 

市民部 

市民生活課（くらしのセンター）、市民協働・地域政策課、 

中山間地域振興課、ＵＤ・男女共同参画課、創造都市・文化振興課、 

文化財課、博物館、美術館、中央図書館、スポーツ振興課 

企画調整部 企画課、国際課 

市長公室 広聴広報課 

環境部 環境政策課 

産業部 産業振興課、労働政策課 

健康福祉部 福祉総務課（人権啓発センター） 

 

（２） 実態把握調査 

ア 調査時期   令和８年２月 

イ 調査対象及び回答数                 (対象・回答:人、回答率:％) 

対 象 小学校 中学校 高等学校 合計 

人数及

び割合 
対象 回答 回答率 対象 回答 回答率 対象 回答 回答率 対象 回答 回答率 

学校 96 96 100 48 48 100.0 1 1 100.0 145 145 100.0 

教職員 2,354 1,909 81.1 1,500 1,237 82.5 77 60 78.0 3,931 3,206 81.6 

児童 

生徒 
6,519 5,808 89.1 6,596 5,677 86.1 371 300 80.9 13,486 11,785 87.4 

保護者 6,519 1,532 23.5 6,596 1,415 21.4 371 113 30.4 13,486 3,060 22.7 

 

（３） 調査結果の分析方法 

・ 実態把握調査における、教職員、児童生徒、保護者の実態について、取組の成果を計る。 

・ 実態把握調査における、教職員、児童生徒、保護者の実態について、「理念・コンセプト」

「多様性・包摂性」「教職員のウェルビーイング」の観点で分析を行う。 
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第２章 各政策・施策の評価・検証 

１ 第４次浜松市教育総合計画 体系図 
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２ 各政策・施策の評価・検証 

 
 
 
 
 
 目標値 R7 年度 

全国学力・学習状況調査正答率の対全国比 
全国平均 

以上の維持 

（8 月 3 日公表） 
（8 月 3 日公表） 
（8 月 3 日公表） 

分からないことや詳しく知りたいことがあったときに、自分で 

学び方を考え、工夫することができていると回答した児童生徒の

割合 

小・中・高 
85.0% 

小  81.0％ 
中  77.3％ 
高  85.0％ 

学習した内容について、分かった点や、よく分からなかった点を

見直し、次の学習につなげることができていると回答した児童 

生徒の割合 

小・中・高 
85.0% 

小  78.1％ 
中  69.6％ 
高  75.7％ 

 
≪取組状況調査結果≫ 評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可 
 
■取組１ 授業改善の推進 

取組内容 評価 担当 

新しい学習観に基づく家庭学習の在り方の啓発 A 教育センター 

指定研究校等におけるＩＣＴを活用した授業改善に係る指導・助言

及び取組の展開 
A 教育センター 

ICT の効果的な活用に向けての授業支援 A 市立高校 

小中学校新学習指導要領の周知 A 教育センター 

指定校による実践と課題分析 A 教育センター 

高等学校新学習指導要領の周知 A 市立高校 

 

■取組２ 幼児教育の質の向上  

取組内容 評価 担当 

本市幼児教育の指針「幼児期に育てたい力」教職員用指導資料の活

用促進及び好事例の展開 
A 幼保運営課 

幼児教育・保育の充実に向けた学びの機会の保障 A 幼保運営課 

幼稚園・認定こども園・小中学生を対象とした人権啓発資料作成 

及び配付 
A 人権啓発センター 

こどもたちが本物の美術作品や文化財を直接鑑賞できる機会の 

提供 
B 美術館 

学校等で実施する環境学習への支援 A 環境政策課 

自立した消費者の育成に向けた消費生活に関する学習支援とエシ

カル消費の啓発 
A くらしのセンター 

 

 

 

政策１ 

施策１ 確かな学力の育成 

未来の創り手に求められる力の育成 

成果指標 
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■取組３ きめ細かな指導体制の構築 

取組内容 評価 担当 

教科担任制の充実に資する加配教員の配置 A 教職員課 

「小学校教科担任制ハンドブック（改訂版）」の作成 A 教育センター 

はままつ式少人数学級編制の継続 A 教職員課 

小学校への学習支援員、複式学級支援員、理科支援員の配置及び 

研修の実施  

A 教職員課 

S 教育センター 

大学入学者選抜等の情報収集及び展開 B 市立高校 

 
■取組４ 学力向上に資する PDCA サイクルの推進 

取組内容 評価 担当 

全国学力・学習状況調査、CBT に対応した市実施の学力調査の結果

分析及び学校の状況に応じた指導助言の実施 
B 教育センター 

 
≪実態把握調査結果(抜粋)≫ 単位:％ 差[比較]:Pt                                 

 
★学 校 

確かな学力を育成するために、どのような取組をしましたか。                              

選択肢 
全体 小学校 中学校 高等学校 

R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 

1.「主体的・対話的で深い学び」の  

実現に向けた、指導力向上のための

授業研究の 実施 

97.2   96.8   100   100   

2.子供が、自分で目標や計画を立てて 

学習に取り組む機会の創出 
69.4   67.4   75.0   100   

3.学習の方法やペースを、子供自身が

選んだり決めたりする機会の創出 
64.6   70.5   54.2   100   

4.子供や保護者に対する、家庭学習の 

啓発 
54.2   58.9   45.8   0.0   

5.タブレット型端末の家庭への持ち 

帰りによる家庭学習の実施 
65.3   71.6   54.2   100   

6.各種調査結果の分析 50.7   47.4   58.3   100   

7.貸出教材等の活用 13.2   18.9   2.1   0.0   

8.外部人材の活用 66.0   75.8   47.9   100   

9.「はままつの教育」の活用（校内    

研修での活用） 
43.1   47.4   35.4   100   

10. 該当なし 0.0   0.0   0.0   0.0   

 
★教職員 

授業では、子供が自分で学ぶ内容を決め、計画を立てて学ぶ活動を行っている。 

対象 そう思う 
どちらかといえば、

そう思う 
どちらかといえば、

そう思わない 
そう思わない 

 全体 26.6 49.1 22.2 2.1 

 

小学校 26.1 50.7 21.7 1.5 

中学校 27.8 46.9 22.6 2.7 

高等学校 18.3 43.3 30.0 8.3 

 
 
 

Pick Up ! 

Pick Up ! 
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★児童生徒 

 
分からないことやくわしく知りたいことがあったときに、自分で学び方を考え、工夫

することができていますか。 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 79.3      

 

小学校 81.0      

中学校 77.3      

高等学校 85.0      

 

 
学習した内容について、分かった点や、よく分からなかった点を見直し、次の学習に

つなげることができていますか。 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 73.9      

 

小学校 78.1      

中学校 69.6      

高等学校 75.7      

 
授業では、自分で学ぶ内容を決め、計画を立てて学ぶ活動を行っていると思いますか。 

対象 そう思う 
どちらかといえば、

そう思う 
どちらかといえば、

そう思わない 
そう思わない 

 全体 28.9 43.5 20.8 6.7 

 

小学校 35.0 42.7 16.3 5.9 

中学校 23.3 44.2 25.0 7.5 

高等学校 19.7 44.7 28.3 7.3 

 
★保護者 

お子さんが自分で決めた時間に勉強に取り組めるよう、認め励ましていますか。 

対象 当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまる 

どちらかといえば、

当てはまらない 
当てはまらない 

 全体 22.2 57.4 14.2 2.6 

 

小学校 24.4 58.2 13.9 2.9 

中学校 19.4 57.5 14.9 2.5 

高等学校 28.3 45.1 8.0 0.9 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

成果指標 

成果指標 

Pick Up ! 

Pick Up ! 
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教員の指導力向上  

・新学習指導要領や令和７年度版「はままつの教育」を踏まえた指定教育研究校での公開授業（10

月に全校悉皆で実施）や実践動画の配信により、市内の小中学校へ「今、求められている学び」の

具体例が広く周知されました。 

・学校調査では「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた、指導力向上のための授業研究の実

施」を行っている学校が 97.2%と高い水準に達しています。この取組は、成果指標である「学習し

た内容について、分かった点や、よく分からなかった点を見直し、次の学習につなげることができ

ていると回答した児童生徒の割合」を向上させるための基盤となっており、教職員調査でも「授業

で子供が自分で学ぶ内容を決め、計画を立てて学ぶ活動を行っている（肯定的回答 75.7%）」など、

着実に現場へ波及している実態が確認できます。 

 
情報端末を活用した家庭学習の促進 

・「家庭学習の手引き参考資料（ICT 活用編）」を令和７年４月に発出し、ポータルサイトへの格納

を通じて、現場の教員がいつでも活用・指導できる環境を整えました。 

・この手引きの周知と ICT 授業支援の実績を背景に、学校調査では「タブレット型端末の家庭への

持ち帰りによる家庭学習の実施」を行っている学校が 65.3%に達しています。「分からないことや詳

しく知りたいことがあったときに、自分で学び方を考え、工夫することができていると回答した児

童生徒の割合」の増加を後押しする、具体的な環境整備と端末活用の成果として表れています。 

 

 

 
 
 
学校と家庭の連動性をさらに高めるための継続的な啓発 

・教職員、児童生徒、保護者の意識や行動が連動している一方で、学校調査において「子供や保護

者に対する、家庭学習の啓発」を実施している学校は 54.2%（小学校 58.9%、中学校 45.8%）に留ま

っており、さらなる伸びしろを残しています。 

・現在の連動性をベースに、学校からの具体的な啓発活動をさらに強化・拡大していくことが、成

果指標である「分からないことや詳しく知りたいことがあったときに、自分で学び方を考え、工夫

することができている児童生徒の割合」のさらなる向上や、家庭全体を巻き込んだ学習習慣の定着

に向けた今後の課題となります。 

 

  

    
課 題 

    
成 果 
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 目標値 R7 年度 

教育活動において、体系的継続的に体験活動を実施し、教育目標

を達成していると認識している学校の割合 

維持 
（R6 95.2%） 

小 97.9% 
中 95.8% 

人が困っているときは進んで助けていると回答した児童生徒の 

割合 

維持 
（R6 91.6%） 

小 91.8% 
中 91.3% 
高 89.3% 

 
≪取組状況調査結果≫ 評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可 
 
■取組１ 人権教育の推進 

取組内容 評価 担当 

教職員の人権意識を高める人権教育担当の設置と研修の実施 S 教育センター 

人権教育担当を中心とした人権教育諸計画の作成及び推進 A 市立高校 

幼稚園・認定こども園・小中学生を対象とした人権啓発資料作成 

及び配付 
A 人権啓発センター 

 

■取組２ 道徳教育の推進  

取組内容 評価 担当 

各校の実態把握、好事例の横展開による質の向上 A 教育センター 

小中学校新学習指導要領の周知 A 教育センター 

道徳教育の充実のための道徳教育推進教師の設置とマネジメント

の支援 
A 教育センター 

道徳教育諸計画の作成 A 教育センター 

道徳教育推進教師を中心とした道徳教育諸計画の作成及び好事例

の展開 
A 市立高校 

 
■取組３ 読書活動の充実  

取組内容 評価 担当 

「学習支援パック」等図書資料の活用に関する啓発及び情報提供 B 中央図書館 

読書活動推進に関わる計画の策定及び支援 A 市立高校 

学校図書館における環境整備に係る指導・助言及び支援 A 教育センター 

学校図書館の管理・運営に関する図書館補助員への研修・連絡会の

実施 
A 中央図書館 

読書活動の推進に向けた、学校図書館の環境整備 A 市立高校 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施策２ 豊かな心の育成 

成果指標 
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■取組４ 文化芸術教育の充実 

取組内容 評価 担当 

美術館と連携した学習の推進 A 教育センター 

こどもたちが本物の美術作品や文化財を直接鑑賞できる機会の 

提供 
B 美術館 

音響設備が整った地域施設を活用した表現の場の設定 A 教育センター 

こどもたちが本物の音楽に触れる機会の提供 A 創造都市・文化振興課 

音楽による開かれた学校づくりへの支援 A 創造都市・文化振興課 

 
■取組５ 体験活動の充実 

取組内容 評価 担当 

体験活動の質的向上に向けた支援 A 教育センター 

都市部の小学生と中山間地域住民との交流を含めた体験活動の 

実施 
A 中山間地域振興課 

職業探究や大学模擬授業による社会的自立に向けたプログラム 

への支援 
A 市立高校 

 
≪実態把握調査結果(抜粋)≫ 単位:％ 差[比較]:Pt                                  

 
★学 校 

子供の豊かな心を育成するために、どのような取組をしましたか。（複数回答可） 

選択肢 
全体 小学校 中学校 高等学校 

R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 

1.道徳教育に関する指導力向上のため

の校内研修の実施 
37.5   34.7   43.8   100   

2.体験活動の充実 88.2   86.3   93.8   100   

3.特別活動の充実 79.9   74.7   91.7   100   

4.「はままつマナー」を活用した指導

実践 
29.2   35.8   16.7   0.0   

5.いじめ対策に関する校内体制の整備 95.8   94.7   100   100   

6.生徒指導、人権課題に関する教員研

修への参加促進 
50.7   46.3   60.4   100   

7.人権教育講座の開催 15.3   22.1   2.1%   0.0   

8.読書活動推進に関する取組 60.4   68.4   45.8   100   

9.文化・芸術に触れる機会の設定 65.3   71.6   54.2   100   

10.該当なし 0.0   0.0%   0.0   0.0   

 
  

Pick Up ! 
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教育活動において、体系的継続的に体験活動を実施し、教育目標を達成していますか。

【小中学校のみ回答】 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 96.5      

 

小学校 97.9      

中学校 95.8      

高等学校 -      

 
★児童生徒 

人が困っているときは、進んで助けていますか。 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 91.5      

 

小学校 91.8      

中学校 91.3      

高等学校 89.3      

 
人は、それぞれ違っていていいと思いますか。 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 98.1      

 

小学校 97.9      

中学校 98.1      

高等学校 99.3      

 

★保護者 
人が困っているときは、進んで助けるよう、お子さんに働きかけていますか。 

対象 当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまらない 
当てはまらない 

 全体 48.0 46.6 4.2 0.4 

 

小学校 50.3 44.5 4.4 0.2 

中学校 45.8 48.9 3.6 0.5 

高等学校 45.1 45.1 8.0 1.8 

 
  

成果指標 

成果指標 

Pick Up ! 

成果指標 
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思いやりの心の育成 

・人が困っているときは進んで助けていると回答した児童生徒の割合が 91.5％と高い水準にあり、

人はそれぞれ違っていていいと思う割合も全体で 98.1％となっています。互いの個性や多様性を認

め合い、支えあいながら、共によりよく生きようとする態度が育まれています。 

・幼稚園や小中学校の保護者等を対象とした地域ふれあい講座にて基本学習や発展学習を開催した

ことなどにより、人が困っているときは進んで助けるよう子供に働きかけている保護者が９割を超

えています。 

 

学校における体制整備と体験活動の推進 

・校内いじめ対応の中核となるいじめ対策コーディネーターを全校に配置し研修を実施した結果、

いじめ対策に関する校内体制の整備に取り組む学校が 95.8％に達しています。 

・教育活動において体系的継続的に体験活動を実施し教育目標を達成していると認識している学校

の割合が 96.5％であり、体験活動の充実に取り組む学校も 88.2％と高い結果となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
読書活動および文化芸術教育の充実 

・読書活動推進に関する取組を行っている学校が 60.4％にとどまっています。「学習支援パック」

等図書資料の活用に関する啓発及び情報提供の在り方を工夫する必要があります。 

・こどもたちが本物の美術作品や文化財を直接鑑賞できる機会の提供に遅れが見られており、文化

や芸術に触れる機会の設定を行っている学校は 65.3％にとどまっています。 

 

人権教育の充実 

・人権教育担当を中心とした人権教育諸計画の作成や推進が行われている一方で、各学校における

人権教育講座の開催は 15.3％と低く、今後の展開方法について議論の余地があります。 

 
  

   成 果 

 課 題 
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 目標値 R7 年度 

全国体力・運動能力、運動習慣調査における実技テストの値の 

対全国比 

全国平均 
並みの維持 
R7 全国値 
小男 53.03 
小女 53.98 
中男 42.06 
中女 47.46 

小男 52.40 

小女 53.05 

中男 42.13 

中女 48.99 

中学に進んだら授業以外でも（中学・高校を卒業したら）自主的

に運動やスポーツをする時間を持ちたいと回答した児童生徒の 

割合 

維持 
R7 全国値 
小男 87.0 
小女 80.6 
中男 90.9 
中女 77.2 

高    - 

小男 86.9% 

小女 79.5% 

中男 88.0% 

中女 75.3% 

高 84.0% 

学校や学校以外で身の周りに危険なことが起きた（地震や火事 

など）とき、どのように避難したり、身を守ったりしたらよいか

知っていると回答した児童生徒の割合 

小・中・高 
95.0% 

小 95.4% 

中 92.0% 

高 89.7% 
 
≪取組状況調査結果≫ 評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可 
 
■取組１ 学校保健・食育の充実  

取組内容 評価 担当 

がん教育の推進 A 健康安全課 

食に関する指導に資する教材の活用 A 健康安全課 

 

■取組２ 運動習慣の確立 

取組内容 評価 担当 

教員向け指導資料作成と周知 A 教育センター 

体育科・保健体育科における体力の向上及び運動習慣の確立を踏ま

えた授業改善の推進 
A 教育センター 

分析結果の学校への周知及び学校の実情に応じた指導助言の実施 A 教育センター 

 
■取組３ 生活習慣の確立 

取組内容 評価 担当 

朝食摂取指導の促進 A 健康安全課 

健康に関する理解の促進 A 健康安全課 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

施策３ 健やかな心身の育成 

成果指標 
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■取組４ 安全教育の充実 

取組内容 評価 担当 

学校における生活安全教育の推進 
A 健康安全課 

A 市立高校 

交通安全教育の推進 
A 健康安全課 

A 市立高校 

実践的な防災教育の推進 
A 健康安全課 

A 市立高校 

発達段階に応じた「防災教育ポータルサイト」（旧：浜松市版防災 

ノート）の活用促進 
B 健康安全課 

 
≪実態把握調査結果(抜粋)≫ 単位:％ 差[比較]:Pt                                 

 
★学 校 

子供の健やかな体の育成のために、どのような取組をしましたか。 （複数回答可） 

選択肢 
全体 小学校 中学校 高等学校 

R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 

1.学校保健に関する校内研修の実施 59.0   55.8   66.7   100   

2.がん教育の実施 24.3   20.0   33.3   0.0   

3.保護者・子供に対する朝食摂取率  

向上のための啓発 
62.5   58.9   70.8   100   

4.「食物アレルギー対応マニュアルに 

基づく校内研修の実施 
78.5   77.9   81.3   100   

5.健全な食習慣を育む食育の実施 75.7   74.7   79.2   100   

6.児童生徒の体力・運動能力の向上の

ための取組の実施（授業、部活動  

以外） 

52.1 
  

68.4 
  

20.8 
  

0.0 
  

7.該当なし 0.7   0.0   2.1   0.0   

 
★教職員 

運動することの必要性を子供に指導している（体育科、保健体育科、学級活動、運動

部活動以外の場面）。 

対象 当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまらない 
当てはまらない 

 全体 44.2 42.5 11.0 2.2 

 

小学校 49.3 42.6 6.7 1.4 

中学校 37.5 42.3 17.0 3.2 

高等学校 23.3 45.0 23.3 8.3 
                                       

  

Pick Up ! 

Pick Up ! 
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★児童生徒 
小学校（中学校・高校）を卒業したら授業以外でも自主的に運動やスポーツをする    

時間を持ちたいと思いますか。 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 83.3      

 

小学校 84.4      

中学校 82.2      

高等学校 84.0      

 
学校や学校以外で身の回りに危険なことが起こった時、どのように避難したり、身を

守ったりしたらよいか知っていますか。 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 93.6      

 

小学校 95.4      

中学校 92.0      

高等学校 89.7      

 
★保護者 

お子さんに、食事のときは、マナーを守り、自分に合った量を栄養のバランスよく食

べるよう促していますか。 

対象 当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまらない 
当てはまらない 

 全体 41.9 49.1 7.5 0.7 

 

小学校 42.8 48.2 8.0 0.6 

中学校 40.5 50.0 7.6 0.8 

高等学校 47.8 50.4 0.9 0.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

         

成果指標 

成果指標 

Pick Up ! 
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安全教育と防災意識の向上 

・防災リーダー研修を実施し避難訓練の課題や予告なし避難訓練について周知したことなどにより、

身の回りに危険なことが起こった時にどのように避難したり身を守ったりしたらよいか知ってい

ると回答した児童生徒の割合が全体で 93.6％と高い水準になっています。 

 

運動習慣の確立と体力向上 

・体育科授業づくりハンドブックとして体つくり運動の指導資料の作成や周知を行ったことなどに

より、自主的に運動やスポーツをする時間を持ちたいと回答した児童生徒の割合が全体で 83.3％と

なっており運動習慣の定着に向けた意識が見られます。 

 

食育と健康管理の推進 

・食育啓発リーフレットを児童生徒へ配付し保護者に対して周知した結果、食事のときにマナーを

守り栄養のバランスよく食べるよう促している保護者が全体で９割を超えています 

・栄養教諭を対象とした研修会を実施し各校の取組における指導内容や教材の共有を行った結果、

健全な食習慣を育む食育の実施に取り組む学校が 75.7％と多くなっています。 

 

 

 
 
防災教育ポータルサイトのさらなる活用 

・防災教育ポータルサイトの運用を開始し児童生徒の防災知識の定着を促進したものの、アンケー

トでの活用率は全体の 69％にとどまっており、授業や家庭での活用方法を紹介し実効性を高めてい

く必要があります。 

 

体力向上に向けた日常的な取組 

・全国体力や運動能力の調査結果について作成したリーフレットをもとに指導助言を行ったものの、

授業や部活動以外で体力や運動能力の向上のための取組を実施している学校は全体で 52.1％にと

どまっており課題が見られます。 

 

学校保健に関する校内体制の充実 

・外部講師機関と連携してがん教育を推進したものの、がん教育の実施に取り組む学校は 24.3％に

とどまっており、学校保健に関する校内研修の実施も 59.0％であることから、各学校における保健

教育の体制充実に向けて議論の余地があります。 

 
 
  

 課 題 

    成 果 
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 目標値 R7 年度 

CEFR*の A１レベル相当以上の生徒の割合 60.0% 54.0% 

言葉や文化が異なる人や大人を含む年齢が異なる人との交流は 

楽しみであると回答した児童生徒の割合 

小・中・高 
 

85.0% 

小 75.0% 
中 70.5% 
高 71.4% 

今住んでいる地域（市町村）が好きと回答した児童生徒の割合 
維持 

（R6 93.8%） 

小 94.1% 
中 92.7% 
高 94.0% 

 *：語学力（英語など）がどれくらいあるかを国際的な基準で測るための「ものさし」 

 
≪取組状況調査結果≫ 評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可 
 
■取組１ 外国語教育の充実  

取組内容 評価 担当 

ALT の適正配置と資質能力の向上に向けた研修の実施 A 教育センター 

ICT を活用した授業改善の推進 A 教育センター 

言語活動の充実に向けた学校支援 A 教育センター 

MEXCBT*を活用したこどもの英語力向上と活用事例に基づく授業 

改善アイデアの周知 
A 教育センター 

*：文部科学省のオンラインの学習・CBT システム 

 

■取組２ 郷土愛の醸成 

取組内容 評価 担当 

「夢育やらまいか事業」の実施 A 学校・地域連携課 

「幼稚園特色化推進事業」における地域人材及び地域資源の活用 

促進 
A 幼保運営課 

地域教育資源を活用したカリキュラム・マネジメントの充実に 

向けた支援 
A 教育センター 

「浜松学」のあり方検討 A 企画課 

「浜松学」に対応したカリキュラムの洗い出しと実施支援 A 教育センター 

市内企業や浜松市の魅力を伝える特別授業の実施 
A 労働政策課 

A 教育総務課 

「浜市ふるさと講座」の実施 A 市立高校 

次世代への無形民俗文化財継承のための支援 S 文化財課 

実際に見たり触ったりできる博物館資料の提供 A 博物館 

 
 
 
 
 
 

施策４ グローバル人材の育成 

成果指標 
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≪実態把握調査結果(抜粋)≫ 単位:％ 差[比較]:Pt                                  

 
★学校 

「郷土愛の醸成」を図るために、どのような取組をしていますか。（複数回答可） 

選択肢 
全体 小学校 中学校 高等学校 

R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 

1.地域住民と連携した体験活動 

（例 農業体験） 
80.6   85.3   72.9   0.0   

2.地元企業や大学等と連携した体験 

活動 

（例 ものづくり、ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ   教育） 

37.5   38.9   35.4   100 
  

3.地域の伝統芸能・伝統行事の体験や

継承活動 

（例 神楽、おくない、田楽） 

25.0   26.3   22.9   0.0 
  

4.浜松市への理解や関心を高める講座

の実施 

（例 はままつ人づくりネットワーク 

等の出前講座） 

50.7   55.8   41.7   100 

  

5.地域に貢献する活動（例 奉仕作業、 

クリーン作戦） 
42.4   32.6   62.5   100   

6.該当なし 2.1   3.2   0.0   0.0   

 
★教職員 

子供が地域の魅力を発見する、または、地域の将来を考える機会を設けている。 

対象 当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまらない 
当てはまらない 

 全体 39.0 47.8 11.8 1.5 

 

小学校 40.0 46.8 11.6 1.6 

中学校 37.9 48.7 12.1 1.4 

高等学校 28.3 58.3 11.7 1.7 

 
★児童生徒 

自分が住んでいるまち（地域）は好きですか。 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 93.4      

 

小学校 94.1      

中学校 92.7      

高等学校 94.0      

 
言葉や文化が異なる人や大人を含む年齢が異なる人との交流は楽しみですか。 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 72.7      

 

小学校 75.0      

中学校 70.5      

高等学校 71.4      

 
  

成果指標 

成果指標 

Pick Up ! 

Pick Up ! 
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地域社会と連携した郷土愛の醸成 

・無形民俗文化財の次世代への継承事業において参加延べ人数が 2238 人に達して目標値を大きく

上回るなど、地域の伝統芸能や伝統行事への興味や知識の醸成が進んでいます。 

・郷土愛の醸成を図るための取組として地域住民と連携した体験活動を行っている学校が全体で

80.6％に達しており、市内中学校 46 校で社長の特別授業を開催するなど地域社会と連携した学習

機会の提供が行われています。 

・自分が住んでいるまちや地域が好きと回答した児童生徒の割合が全体で93.4％、小学校で94.1％、

中学校で 92.7％、高等学校で 94.0％と高い水準を維持しています。 

 

外国語教育の充実 

・ＡＬＴの配置人数を２名増員し小学校３年生および４年生の配置時数を増加させたほか、外国語

担当教員とＡＬＴが連携した授業構想力を高めるための研修を全校悉皆で実施しています 

 
 
 
 
多様な交流機会の充実に向けて 

・言葉や文化が異なる人や大人を含む年齢が異なる人との交流は楽しみであると回答した児童生徒

の割合が全体で 72.7％にとどまっており、目標値である 85.0％の達成に向けてさらなる交流機会

の充実や意識啓発が必要です。 

 

地域資源の活用と主体的な機会設定 

・教職員への調査において地元企業や大学等と連携した体験活動を行っている学校は 37.5％、地域

の伝統芸能や伝統行事の体験や継承活動を行っている学校は 25.0％にとどまっており、地域資源の

活用に偏りが見られます。 

・子供が地域の魅力を発見する機会や地域の将来を考える機会を設けていると回答した教職員のう

ち、明確にそう思うと回答した割合は全体で 39.0％、特に高等学校では 28.3％にとどまっており、

学校現場における主体的な機会設定をさらに促していく必要があります。 

・浜松学のあり方検討や対応するカリキュラムの洗い出しなど、まだ準備段階にある取組の具体化

を進め、子供たちの愛郷心やグローバルな視点の育成へ確実に繋げていく余地があります。 

 
  

    

 課 題 

成 果 
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 目標値 R7 年度 

情報活用能力調査の値 55.0% 
小 55.２% 
中 41.２% 

前学年までに受けた授業で、PC タブレットなどの ICT 機器の利用

が週３回以上と回答した児童生徒の割合 

小・中・高 
80.0% 

小 81.1% 
中 82.6% 
高 97.4% 

 
≪取組状況調査結果≫ 評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可 
 
■取組１ 情報教育の充実 

取組内容 評価 担当 

「学校教育の情報化計画」の策定 
C 教育総務課 

B 教育センター 

学校教育の情報化に関する取組について PDCA サイクルの構築 A 教育センター 

教育の情報化推進リーダーの設置と質的向上 A 教育センター 

ICT 活用に向けた支援 A 市立高校 

 

■取組２ 情報モラル教育の充実 

取組内容 評価 担当 

インターネット（SNS・ゲーム等）利用に伴うトラブル等の実態 

把握及び予防啓発 
A 青少年育成センター 

情報モラル指導教材の導入検討及び指導への支援 A 教育センター 

市立高校情報モラル指導教材の作成及び周知 A 市立高校 

 
≪実態把握調査結果(抜粋)≫ 単位:％ 差[比較]:Pt                                  
 
★学 校 

情報社会を生きる能力を育成するために、どのような取組をしましたか。（複数回答可） 

選択肢 
全体 小学校 中学校 高等学校 

R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 

1.教員の ICT 活用指導力向上をねらい

とした校内研修の実施 
94.4   46.8   91.7   100   

2.プログラミング教育の実施 30.6   32.6   27.1   100   

3.情報モラル教育の実施 95.1   95.8   95.8   100   

4.該当なし 0.0   0.0   0.0   0.0   

 
                                       

 
 
 
 
 
 

施策５ 情報活用能力の育成 

成果指標 

Pick Up ! 
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★児童生徒 
（小）５年生までに受けた授業で、PC・タブレットなどの ICT 機器を、どの程度使用     

しましたか。（週３以上と回答した児童の割合） 

（中・高）１、２年生のときに受けた授業で、PC・タブレットなどの ICT 機器を、どの

程度使用しましたか。（週３以上と回答した生徒の割合） 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 82.3      

 

小学校 81.1      

中学校 82.6      

高等学校 97.4      

 
ICT 機器を活用することで、友達と協力しながら学習を進めることができていると思

いますか。 

対象 そう思う 
どちらかといえば、

そう思う 

どちらかといえば、

そう思わない 
そう思わない 

 全体 49.8 39.3 8.2 2.6 

 

小学校 53.6 36.2 7.6 2.6 

中学校 46.5 42.0 8.7 2.8 

高等学校 40.7 48.0 10.3 1.0 

 
★保護者 

情報モラル（情報社会で適正な活動を行うための基となる考え方と態度）について、

お子さんと話をすることがありますか。 

対象 当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまらない 
当てはまらない 

 全体 35.8 50.2 10.7 2.0 

 

小学校 35.4 50.4 11.1 2.0 

中学校 36.2 50.3 9.9 1.9 

高等学校 35.4 46.0 14.2 3.5 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

成果指標 

Pick Up ! 

Pick Up ! 
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ICT の日常的な活用と協働的な学びの推進 

・前学年までに受けた授業でＰＣやタブレットなどの ICT 機器を週３回以上利用していると回答し

た児童生徒の割合が全体で 82.3％、小学校で 81.2％、中学校で 82.6％、高等学校で 97.3％に達し

ており、目標値である 80.0％を上回っています。 

・ICT 機器を活用することで友達と協力しながら学習を進めることができていると回答した児童生

徒の割合が全体で 89.1％に達しており、ICT を活用した協働的な学びが展開されています。 

 

情報モラル教育 

・小中学校で情報モラル講座を実施しインターネット利用時に起こり得るトラブル事例や安全に利

用するための心構え等について講話を行い要望に対する実施率 100％を達成したことなどにより、

情報モラル教育の実施に取り組む学校が全体で 95.1％と高い水準にあります。 

・各校に教育の情報化推進リーダーを設置して研修主任との合同研修を開催したほか、情報活用能

力調査を実施して結果の分析を行うなど、情報教育の推進に向けた取組が進められています。 

・各校に教育の情報化推進リーダーを設置して研修主任との合同研修を開催したほか、情報活用能

力調査を実施して結果の分析や各校への還元を行うなど、情報教育の推進に向けた組織的な取組が

進められています。 

 
 
 
 
 

情報化計画の策定 

・学校教育の情報化計画の策定において、別の計画を作成する方針への変更に伴い今年度は未実施

となっており、令和８年度の計画策定が必要です。 

・指定教育研究校において情報モラル年間指導計画や実践事例を収集したものの、市内全校におけ

る情報教育や情報モラルの年間指導計画の作成状況の把握には至っておらず、今後は全校調査を通

じた作成支援を行っていく余地があります。・ 

 

プログラミング教育の実施 

・教員のＩＣＴ活用指導力向上をねらいとした校内研修の実施に取り組む学校が全体で 94.4％と高

い一方で、プログラミング教育の実施に取り組む学校は全体で 30.6％にとどまっており、今後の指

導内容の充実や展開について検討していく必要があります。 

 

家庭における情報モラルの啓発 

・家庭において情報モラルについて子供と話をすることがあると回答した保護者の割合は全体で

86.0％に達しているものの、明確にそう思うと回答した割合は 35.8％にとどまっており、家庭にお

ける継続的な意識啓発が求められます。 

 
 
 

v 

v 

    成 果 

   
課 題 
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 目標値 R7 年度 

地域や社会の出来事や課題について、こどもが探究的に学ぶこと

ができるよう学習計画を立て、成果を認識している学校の割合 

維持 
（R6 93.1%） 

小 89.5% 
中 91.6% 
高 100% 

地域や社会をより良くするために何かしてみたいと思う児童生徒

の割合 

小・中・高 
85.0% 

小 78.6% 
中 75.7% 
高 80.4% 

 
≪取組状況調査結果≫ 評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可 
 
■取組１ 特別活動・キャリア教育・主権者教育の充実 

取組内容 評価 担当 

特別活動を要としたキャリア教育の充実に向けたキャリア教育 

推進教師の設置と指導・助言及び支援 

A 教育センター 

A 市立高校 

こどもの社会参画意識向上に資する学習や活動の在り方に関する

指導・助言及び情報提供 
A 教育センター 

三遠南信中学生交流会の成果の市内展開 A 教育センター 

若者の意見を市政運営の参考とする「中学生広聴集会」の実施 A 広聴広報課 

市民主役のまちづくり意識を育てる講座の提供 A 市民協働・地域政策課 

「浜松市への政策提言」活動の実施 S 市立高校 

 

■取組２ 持続可能な開発目標(SDGs)や STEAM 等に関する教育の充実 

取組内容 評価 担当 

学校における探究的な学びや教科等横断的な学習への支援 A 教育センター 

教科横断的な学びを充実させた探究的な学びや STEAM 教育の研究 

及び実施への支援 
A 市立高校 

ユニバーサルデザインの周知・啓発のためのデジタル教材の提供 

及び UD 学習支援 
A ＵＤ・男女共同参画課 

男女共同参画意識向上のための学習会への支援 A ＵＤ・男女共同参画課 

学校等で実施する環境学習への支援 A 環境政策課 

自立した消費者の育成に向けた消費生活に関する学習支援とエシ

カル消費の啓発 
A くらしのセンター 

 
  

施策６ 持続可能な社会・地域の形成に参画する態度の育成 

成果指標 
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≪実態把握調査結果(抜粋)≫ 単位:％ 差[比較]:Pt                                  

 
★学校 

地域や社会の出来事や課題について、学習計画を立てることで子供が探究的に学ぶこと

ができるようになったと思いますか。 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 89.6      

 

小学校 89.5      

中学校 91.6      

高等学校 100      

 
★教職員 

（小）学級生活をよりよくするために、学級会で話し合い、互いの意見のよさを生か

して解決方法等を合意形成できるような指導を行っている。 

（中・高）学級生活をよりよくするために、学級活動で話し合い、互いの意見のよさ

を生かして解決方法等を合意形成できるような指導を行っている。 

対象 よくしている 
どちらかといえば、

している 
あまりしていない 全くしていない 

 全体 33.2 55.0 10.2 1.5 

 

小学校 32.8 55.0 10.8 1.4 

中学校 34.4 54.8 9.2 1.6 

高等学校 21.7 60.0 15.0 3.3 

 
★児童生徒 

地域や社会をよくするために何かしてみたいと思いますか。 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 77.3      

 

小学校 78.6      

中学校 75.7      

高等学校 80.4      

 
学級をより良くするために何かしてみたいと思いますか。 

対象 当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまらない 
当てはまらない 

 全体 36.2 43.3 15.2 5.3 

 

小学校 40.9 41.3 13.2 4.5 

中学校 32.1 45.0 16.8 6.0 

高等学校 23.0 48.3 22.0 6.7 

 
学校をより良くするために何かしてみたいと思いますか。 

対象 当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまらない 
当てはまらない 

 全体 30.1 47.2 16.7 6.0 

 

小学校 41.6 40.8 13.2 4.4 

中学校 29.2 45.3 18.8 6.6 

高等学校 24.7 46.3 22.3 6.7 

 

成果指標 

Pick Up ! 

Pick Up ! 

成果指標 

Pick Up ! 
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★保護者 

地域や社会をよりよくすることについて、お子さんと話をすることがありますか。 

対象 当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまらない 
当てはまらない 

 全体 12.7 43.5 35.4 6.6 

 

小学校 12.5 44.4 35.8 6.2 

中学校 12.5 43.0 35.2 7.0 

高等学校 18.6 38.9 32.7 8.0 

 
  

Pick Up ! 
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若者の社会参画意識の向上 
・地域や社会をよくするために何かしてみたいと思う児童生徒の割合は、全体で 77.3％、小学校で

78.6％、中学校で 75.7％、高等学校で 80.4%であり、目標値の達成に向けた取組が実を結びつつあ

ります。 

・市政に関する情報を提供する浜松市出前講座を 511 講座開催し 61337 人が参加したほか、市内中

学校 56 校から代表が集まる中学生広聴集会の実施など、地域社会や行政と連携した実践的な学習

機会が豊富に提供されています。 

持続可能な社会の形成に向けた教育の推進 

・ユニバーサルデザイン学習支援の 111 校での実施や、9717 人が受講した移動環境教室、小中学校

で 55 回実施されたエシカル消費の出前講座など、持続可能な社会の形成を見据えた多角的な教育

支援が行われています。 

・新規キャリア教育推進教師に向けてオンデマンド研修を通じてキャリア教育に係る事例やキャリ

アパスポートの活用事例を周知したほか、探究的な学び研究員を３名委嘱しモデルカリキュラムの

開発を進めるなど、指導体制の充実が図られています。 

 
 
 
 
高等学校生徒・保護者の更なる意識の向上 

・地域や社会をよくするために何かしてみたいと思う児童生徒の割合は、全体で 77.4％、小学校で

82.4％、中学校で 74.5％である一方、高等学校では 37.7%にとどまっており、目標値の達成に向け

て、特に高等学校における意識啓発や動機付けをさらに進める必要があります 

・学級をより良くするために何かしてみたいと回答した児童生徒のうち、明確にそう思うと答えた

割合は全体で 36.2％、高等学校では 23.0％にとどまっており、児童生徒が主体的に集団に関わろ

うとする自治的な態度をさらに育む必要があります 

・地域や社会をよりよくすることについて子供と話をすることがあると回答した保護者は全体で

56.2％にとどまり、そのうち明確にそう思うと回答した割合は 12.7％と低いため、家庭における社

会課題への関心を高めるためのアプローチが求められます 

 

合意形成の力を高める指導力の向上 

・教職員への調査において、互いの意見のよさを生かして合意形成できるような指導を行っている

と回答したうち、明確にそう思うと答えた割合は全体で 33.2％、高等学校では 21.7％にとどまっ

ており、より質の高い合意形成を導くための指導力の向上が期待されます。 

 
 
 
 
 
 
 

    

    

課 題 

成 果 
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 目標値 R7 年度 

幼稚園等と小学校間で、互いに連携し子供の育ちの円滑な接続を

図っていると回答した園・学校の割合 

幼・小 
100% 

幼 82.0％ 
小 93.7% 

前年度までに、近隣の中学校（小学校）と、教科の教育課程の接

続や、教科に関する共通の目標設定等、教育課程に関する共通の

取組をどの程度行ったかに対する肯定的な回答 

小・中 
100% 

小 60.0％ 

中 52.1% 
 
≪取組状況調査結果≫ 評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可 
 
■取組１ 幼保小連携の推進 

取組内容 評価 担当 

合同研修や連絡会等への参加啓発 
A 幼保運営課 

A 教育センター 

交流会の計画作成及び実施後評価についての啓発 
A 幼保運営課 

A 教育センター 

「つながる」カリキュラム参考資料の普及啓発及び活用促進 
A 幼保運営課 

A 教育センター 

「スタートカリキュラム」に係る取組についての情報発信 A 教育センター 

 

■取組２ 小中連携の充実 

取組内容 評価 担当 

小中連携に係る情報収集及び好事例の横展開 A 教育総務課 

中学校区小中合同研修会への支援 A 教育総務課 

 
■取組３ ポートフォリオの効果的活用 

取組内容 評価 担当 

好事例の横展開 A 教育センター 

 
  

施策７ 育ちや学びをつなぐ教育の推進 

成果指標 
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≪実態把握調査結果(抜粋)≫ 単位:％ 差[比較]:Pt                                  

 
★学 校 

幼稚園等と小学校間で、互いに連携し子供の育ちの円滑な接続を図っていますか。 

（複数回答可）【小学校のみ回答】 

選択肢 
全体 小学校 中学校 高等学校 

R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 

1.幼保小の連携窓口がある    84.2         

2.相互の教育の内容や方法に関して、

園・校の教職員が話し合う合同会議

がある 

   54.7         

3.園・校の合同会議で話し合う内容が

深まっている 

（接続する園・校の実践について、  

相互に実感を伴った理解のもと話し

合いがなされている） 

   23.2         

4.合同会議の定期開催が継続し、短期

的・長期的な視点から話し合いを 

している 

（改善・発展のため、接続する園・校

での子供の学びや生活を具体的に 

イメージしながら話し合っている） 

   22.1         

5.該当なし    6.3         

 
★児童生徒 

授業では、自分で学ぶ内容を決め、計画を立てて学ぶ活動を行っていると思いますか。 

対象 思う 
どちらかといえば、

思う 

どちらかといえば、

思わない 
思わない 

 全体 28.9 43.5 20.8 6.7 

 

小学校 35.0 42.7 16.3 5.9 

中学校 23.3 44.2 25.0 7.5 

高等学校 19.7 44.7 28.3 7.3 

 
  

Pick Up ! 

成果指標 
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幼稚園と小学校の円滑な接続 

・幼小の接続に関する研修会でつながるカリキュラム参考資料を活用した演習を実施し小学校の教員と

共有を図ったことなどにより、幼稚園等と小学校間で互いに連携し子供の育ちの円滑な接続を図ってい

ると回答した園や学校の割合が８割を越えています。 

 

研修や学校訪問を通じた円滑な接続の推進 

・計画訪問や要請訪問等においてスタートカリキュラムの意義を伝えるとともに先進校の実践の具体を

周知したほか、新規キャリア教育推進教師に向けてオンデマンド研修を通じてキャリアパスポートの実

践事例を紹介するなど、円滑な接続に向けた支援を進めています。 

 

児童生徒の主体的に学ぶ姿勢の育成 

・授業において自分で学ぶ内容を決め計画を立てて学ぶ活動を行っていると肯定的に回答した児童生徒

の割合が全体で 72.4％、小学校で 77.7％となっており、主体的に学ぶ姿勢が一定程度育まれています。 

 

 
 
 
 
幼保小の連携に向けた場作り 

・小学校において幼保小の連携窓口がある割合は 84.2％と高いものの、相互の教育の内容や方法に

関して教職員が話し合う合同会議がある割合は 54.7％にとどまっており、連携の実質的な場作りを

さらに進める必要があります。 

 

合同会議における話し合い内容の充実 

・合同会議で話し合う内容が深まっている割合が小学校で 23.2％、定期開催が継続し短期的かつ長

期的な視点から話し合いをしている割合が 22.1％にとどまっており、子供の学びや生活を具体的に

イメージしながら話し合いを充実させていくことが課題となっています。 

 

近隣校との教育課程における共通の取り組みの推進 

・近隣の学校と教育課程に関する共通の取組を行ったかに対する肯定的な回答が全体で 69.2％、小

学校で 52.1％にとどまっており、目標値である 100％に向けて教科の教育課程の接続や共通の目標

設定等を推進していく余地があります。 

 

中高段階における主体的な学びの支援 

・授業において自分で学ぶ内容を決め計画を立てて学ぶ活動を行っていると思う生徒の割合が中学

校で 67.5％、高等学校で 64.4％と小学校に比べて低くなっており、発達段階に応じた主体的な学

びの支援について検討していく必要があります。 

 
 
 

 

   

課 題 

成 果 
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 目標値 R7 年度 

スクールカウンセラー(SC)やスクールソーシャルワーカー(SSW)

の活動時間が学校のニーズにどれだけ対応できているか学校の満

足度（100％と回答した学校の割合） 

SC 
小・中・高
100％ 

小 31.6％ 
中 45.8％ 
高 100％ 

SSW 
小・中 100％ 

小 30.5％ 
中 37.5％ 

家庭や学校以外で、悩みや困りごとなどを相談できる場所がある

ことを知っている児童の割合 
小 80.0％ 小 72.6％ 

こども・若者を対象とした育成支援機関を知っている生徒の割合 
中・高 

80.0％ 
中 67.6% 
高 68.4% 

 
≪取組状況調査結果≫ 評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可 
 
■取組１ 多様な専門家との教育相談体制の充実と社会的自立に向けての支援 

取組内容 評価 担当 

スクールカウンセラー(SC)の配置拡充 S 教育支援課 

スクールソーシャルワーカー(SSW)の配置拡充 A 指導課 

スクールカウンセラー(SC)の資質能力の向上 A 教育支援課 

スクールソーシャルワーカー(SSW)の資質能力の向上 A 指導課 

教育委員会窓口への人員配置 A 教育支援課 

学習上、学校生活上等に困難を抱えるこどもの相談窓口の周知 A 教育支援課 

学習上、学校生活上等に困難を抱えるこどもに対する学校と連携 

した相談支援体制の構築 
A 教育支援課 

一人一台端末を活用した「心の健康観察」の活用促進 B 教育支援課 

 

≪実態把握調査結果(抜粋)≫ 単位:％ 差[比較]:Pt                                  

 
★学 校  

スクールカウンセラー(SC)の活動時間は、学校のニーズに対応できていますか。 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 36.1      

 

小学校 31.6      

中学校 45.8      

高等学校 100      

 
 
 
 

 

政策２ 多様なニーズに対応した学びや支援の充実 

施策１ 多様なニーズに対応したこども・保護者への支援 

成果指標 

成果指標 



30 

 

スクールソーシャルワーカー(SSW)の活動時間は、学校のニーズに対応できていますか。 

【小中学校のみ回答】 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 32.6      

 

小学校 30.5      

中学校 37.5      

高等学校 -      

 
★教職員 

個々の児童生徒の状況に応じて、多様で柔軟な指導・支援を行っている。                             

対象 当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまらない 
当てはまらない 

 全体 56.5 41.9 1.6 0.1 

 

小学校 60.0 38.6 1.3 0.1 

中学校 52.0 46.1 1.9 0.1 

高等学校 36.7 58.3 5.0 0.0 

 
★児童生徒 

（小）家庭や学校以外で、悩みや困りごとなどを相談できる場所があることを知って  

いますか。 

（中・高）こども・若者を対象とした育成支援機関（青少年の家、児童相談所、児童    

家庭支援センター、教育相談支援センター、ハローワーク、地域若者サポートステー  

ションなど）を知っていますか。 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 70.2      

 

小学校 72.6      

中学校 67.6      

高等学校 68.4      

 
  

成果指標 

Pick Up ! 

成果指標 
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専門家配置の拡充と相談体制の構築 

・スクールカウンセラーの配置時間を 1500 時間増やし配置校を拡大したことなどにより、活動時間が

学校のニーズに対応できているかという学校の満足度が高等学校では 100％に達しています。 

・１人１台端末への相談機関入口の貼付けや市ホームページへの記載などにより相談窓口を周知し、ウ

ェブやチャットでの相談に対応した結果、悩みや困りごとを相談できる場所を知っている児童の割合が

72.6％となっています。 

 

多様なニーズに応じた指導と支援 

・スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの研修を実施して資質能力の向上を図るととも

に、個々の児童生徒の状況に応じて多様で柔軟な指導や支援を行っていると回答した教職員が全体で

98.4％に達しています。 

 

 

 

 

学校のニーズに応じた専門家配置 

・スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの活動時間が学校のニーズに対応できている

（100％）と回答した小中学校の割合は３割台にとどまっており、配置時間を 1500 時間増やし配置校を

拡大拡充を進めているものの依然として学校現場のニーズに対し不足が見られます。 

 

相談窓口の認知度向上 

・こどもや若者を対象とした育成支援機関を知っている中高生の割合は全体で 70.2％にとどまっており、

目標値である 80.0％の達成に向けてさらに周知していく必要があります。 

・１人１台端末を活用した心の健康観察について、協力校２校での実施にとどまり効果検証が不十分で

あったため、全校実施を目指して研修会等で周知を図り本市におけるあり方を模索していく必要があり

ます。 

 

 

 
 
  

    
成 果 

    
課 題 
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 目標値 R7 年度 

困りごとや不安があるときに、先生や学校にいる大人にいつでも

相談できると回答した児童生徒の割合 

（個別の支援計画作成児童生徒） 

小・中 
80.0% 

小 69.3％   
※参考値 

中 62.0% 
※参考値 

発達支援学級を経験した職員の割合 
小・中 

80.0% 

小 64.2％ 
中 82.6% 

※参考値：対象児童生徒のうち有効回答が２割程度であるため、参考値として示しています。 

 
≪取組状況調査結果≫ 評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可 
 
■取組１ 教育的ニーズに配慮した学習環境の提供 

取組内容 評価 担当 

中学校区を単位とした整備の推進 A 教育支援課 

マルチメディアデイジー教科書の提供 A 教育支援課 

発達支援教室支援員、スクールヘルパーの配置と質的向上 
A 教職員課 

S 教育センター 

幼児ことばの教室担当者の配置と研修の実施 A 教育支援課 

通級による指導のサテライト教室の拡充 A 教育支援課 

発達支援学級のモデル教室事業の実施と事例の展開 A 教育支援課 

 

■取組２ インクルーシブ教育システムの実現に向けた整備 

取組内容 評価 担当 

巡回指導・巡回相談の実施 A 教育支援課 

看護師の配置 A 教育支援課 

校内研修等への参画 A 教育支援課 

発達支援教育コーディネーターの設置と校内支援体制の整備に 

向けた研修の実施 

A 幼保運営課 

A 教育支援課 

A 市立高校 

 
■取組３ 特別な支援を必要とするこども等への相談支援体制の充実 

取組内容 評価 担当 

就学先ガイダンスの実施 A 教育支援課 

こどもの進路に関するリーフレットの作成及び教職員向けの手引

きの随時更新 
A 教育支援課 

外部専門家と連携した教育相談実施に向けた支援 A 市立高校 

就学に向けた専門調査員の任命とその質的向上 A 教育支援課 

園・学校への専門調査及び就学教育相談の実施 A 教育支援課 

 
 
 
 
 

施策２ 特別な支援を必要とするこどもの学びや支援の充実 

成果指標 
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≪実態把握調査結果(抜粋)≫ 単位:％ 差[比較]:Pt                                  

 
★学 校  

子供一人一人の可能性を引き出し伸ばすために、どのような取組をしましたか。 

（複数回答可） 

選択肢 
全体 小学校 中学校 高等学校 

R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 

1.職員会議や学年会等での、教職員間

における子供のよい表れについての

情報共有 

80.6   82.1   79.2   100   

2.子供同士が互いの良さを認め合う場

の設定 
91.0   94.7   85.4   0.0   

3.ＳＣやＳＳＷと連携した教育相談の

実施 
91.0   91.6   91.7   100   

4.児童生徒への端末を利用した教育 

相談の実施 
62.5   51.6   85.4   100   

5.不登校児童生徒のための学びの場の

提供 
8.3   8.4   8.3   0.0   

6.不登校支援として国が示す「児童 

生徒理解支援シート」の活用 
88.9   87.4   93.8   100   

7.個別の支援が必要な児童生徒のため

の校内体制や環境の整備 
61.1   60.0   64.6   0.0   

8.外国人児童生徒の個々の日本語能力

に応じた支援の工夫 
0.7   0.0   2.1   0.0   

9.該当なし 5.6   4.2   8.3   100   

 
★教職員 

これまでに発達支援学級の担任または授業を担当したことがありますか。 

【小中学校のみ回答】                                      

対象 
発達支援学級（特別支援学校

を含む）の学級担任の経験が

ある。 

発達支援学級（特別支援学校

を含む）の学級担任の経験は

ないが、年間を通して授業を

受け持った経験がある。 

発達支援学級（特別支援学校

を含む）の学級担任の経験も

ないし、年間を通して授業を

受け持った経験もない 

 全体 25.8 42.8 28.9 

 

小学校 28.9 35.3 38.6 

中学校 23.6 59.0 16.7 

高等学校 - - - 

 
★児童生徒 

困りごとや不安がある時に、先生や学校にいる大人にいつでも相談できますか。 

【小中学生のみ回答】（通常学級児童生徒）                                       

対象 当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまらない 
当てはまらない 

 全体 33.4 33.5 17.3 11.5 

 

小学校 34.1 33.1 18.9 13.9 

中学校 32.6 33.9 15.7 9.1 

高等学校 - - - - 

 
 
 
 

Pick Up ! 

成果指標 

Pick Up ! 
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★保護者 

学校や子供に関することを、教職員に気軽に相談できますか。                                       

対象 当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまらない 
当てはまらない 

 全体 24.3 49.6 19.2 5.7 

 

小学校 28.1 51.2 15.3 4.4 

中学校 21.6 48.8 21.8 6.4 

高等学校 7.1 38.1 39.8 14.2 

 
  

Pick Up ! 
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個別の教育的ニーズに応じた学習環境の整備 

・発達支援教室支援員を 82 人、スクールヘルパーを 117 人配置したことに加え、医療的ケアが必

要な児童生徒が在籍するすべての学校へ看護師を 12 人配置するなど、多様なニーズに応じた人的

支援体制の充実が図られています。 

・中学校区を単位とした発達支援学級の新設に向けた準備や、マルチメディアデイジー教科書の活

用（小学校 35 校、中学校９校）、通級による指導のサテライト教室における専門家の巡回指導など、

きめ細かな学習環境の整備が進められています。 

 

支援体制の構築と専門性の向上 

・全校への発達支援教育コーディネーターの配置や各種研修の実施などにより、スクールカウンセ

ラーやスクールソーシャルワーカーと連携した教育相談を実施している学校が 91.0％に達してお

り、支援体制が構築されています。 

・就学先ガイダンスへの 477 人の参加や中学生向けの進路手引きの配布に加え、新学齢児および学

齢児に対する計 1621 件の就学教育相談の実施を通じて、保護者や児童生徒の不安に寄り添った支

援が行われています。 

 

 

 

 

教職員の指導力の育成 

・発達支援学級の担任を経験したことのある教職員の割合は全体で 25.8％にとどまっており、目標

値である 80.0％の達成に向けて、教職員の専門性向上と経験の蓄積をさらに進めていく必要があり

ます。 

 

児童生徒が安心して相談できる環境の整備 

・困りごとや不安があるときにいつでも相談できると回答した個別の支援計画作成児童生徒の割合

は 67.0％にとどまっており、児童生徒への端末を利用した教育相談の実施率も全体で 62.5％であ

ることから、子供たちがより相談しやすい環境づくりが求められます。 

 

校内体制の整備と保護者との連携強化 

・個別の支援が必要な児童生徒のための校内体制や環境の整備に取り組んでいると回答した学校は

61.1％にとどまっており、各学校における体制強化に向けた具体的な支援策を検討していく余地が

あります。 

・学校や子供に関することを教職員に気軽に相談できると回答した保護者は全体で７割を超えてい

るものの、高等学校では肯定的な回答が 45.2％と半数を下回っており、校種の実態に応じた家庭と

の連携や相談体制の充実について議論が必要です。 

 
 
 

    
成 果 

    
課 題 
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 目標値 R7 年度 

困りごとや不安があるときに、先生や学校にいる大人にいつでも

相談できると回答した児童生徒の割合（不登校児童生徒） 

小・中 
80.0% 

小 61.8％ 
※参考値 

中 47.8% 
※参考値 

学校内外の機関から相談・指導等を受けている不登校児童生徒の

割合 
100% 76.6％ 

※参考値：対象児童生徒のうち有効回答が２割程度であるため、参考値として示しています。 
 
≪取組状況調査結果≫ 評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可 
 
■取組１ 不登校児童生徒に対する多様な教育機会の確保 

取組内容 評価 担当 

校内まなびの教室の設置 A 指導課 

校内まなびの教室支援員の配置と質的向上 A 指導課 

（校内まなびの教室支援員対象のオンライン研修の実施） - 教育センター 

校外まなびの教室の増設 A 指導課 

学びの多様化学校の設置に向けた検討 A 教育総務課 

不登校デジタル支援 HPの運営 A 指導課 

小学生を対象とした基礎学力支援のための「まなブース」の充実 A 指導課 

ICT 等を活用した不登校生徒への学習支援 
A 指導課 

A 市立高校 

民間施設（フリースクール等）との連携促進 A 指導課 

こどもの学力保障に向けた静岡県バーチャルスクールへとの連携 A 指導課 

 

■取組２ 不登校児童生徒等への相談支援体制の充実 

取組内容 評価 担当 

不登校対応コーディネーターの設置 C 指導課 

多様なチャンネルによる情報提供や個別相談の実施 A 教育支援課 

保護者対象の対面情報交換会の実施 A 教育支援課 

 
≪実態把握調査結果(抜粋)≫ 単位:％ 差[比較]:Pt                                  

 
★児童生徒 

困りごとや不安がある時に、先生や学校にいる大人にいつでも相談できますか。 

【小中学生のみ回答】（不登校児童生徒）  

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 53.1      

 

小学校 61.8      

中学校 47.8      

高等学校 -      

 
 

成果指標 

施策３ 不登校児童生徒の学びや支援の充実 

成果指標 
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校内外における居場所の拡充 

・校内まなびの教室を新たに 10 教室新設して計 60 教室としたほか、教室支援員を合計 62 名任用

し５回の研修会やオンデマンド研修を通じて質的向上を図ったことにより、学校内における不登校

児童生徒の多様な居場所づくりが進んでいます。 

・校外まなびの教室を新たに１教室増設して市内 11 教室としたほか、不登校デジタル支援ホーム

ページでのオンライン交流会を週３回に増やし、静岡県バーチャルスクールとの連携により 86 名

の利用につなげるなど、ＩＣＴを活用した多角的な学習支援や学力保障が行われています。 

 

相談体制の多角化と保護者への情報提供 

・教育相談員や心理相談員を適切に配置し、ウェブ相談 272 件やチャット相談 29 件に対応するな

ど多様なチャンネルによる個別相談体制を構築したほか、合同相談会を開催して対面での情報交換

を行うなど保護者に寄り添った支援が展開されています。 

 

 

 

 

 

不登校児童生徒の相談支援体制の拡充 

・学校内外の機関から相談や指導等を受けている不登校児童生徒の割合は 76.6％にとどまっており、

目標値である 100％の達成に向けて、まだ支援が行き届いていない児童生徒へのアプローチをさら

に強化していく必要があります。 

・校外まなびの教室の増設により目標値を達成したものの、不登校児童生徒数の増加に伴い、年度

末に入室を希望する児童生徒を受け入れきれない状況が解消されていないため、今後の受け入れ容

量の拡大や柔軟な対応について議論の余地があります。 

 

児童生徒の安心感の醸成と効率的な学校支援体制の再構築 

・困りごとや不安があるときに先生や学校の大人にいつでも相談できると回答した不登校児童生徒

の割合は全体で 53.1％、特に中学校では 47.8％と半数を下回っており、児童生徒が安心して心を

開ける環境づくりや関係性の構築が求められます。 

・不登校対応コーディネーターの設置については、スクールソーシャルワーカーの業務内容との重

複を考慮し今年度は未実施の見直し評価となっているため、今後はスクールソーシャルワーカーの

配置拡充と一体となった効果的な指導助言体制の確立に向けて検討を進める必要があります。 

 
  

    
成 果 

    
課 題 
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 目標値 R7 年度 

困りごとや不安があるときに、先生や学校にいる大人にいつでも

相談できると回答した児童生徒の割合（外国人児童生徒） 

小・中 
80.0% 

小 75.0％ 
中 65.3% 

日本語指導が必要な児童生徒等の「特別の教育課程」の実施を希

望する学校における実施率 
100% 100% 

 
≪取組状況調査結果≫ 評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可 
 
■取組１ 日本語指導が必要な外国人児童生徒等への指導体制の充実 

取組内容 評価 担当 

就学支援員や就学サポーター等、こどもの実態に応じた適正な配置 A 教育支援課 

就学支援員やバイリンガル支援員等の質的向上 A 教育支援課 

外国人児童生徒指導リーダーの育成による教員の専門性の向上 A 教育支援課 

特別の教育課程編成と実施に向けた外国人児童生徒教科指導員の

配置および指導助言 
A 教育支援課 

初期日本語指導拠点校の増設 B 教育支援課 

進学希望外国人生徒のための放課後勉強室の開設 A 教育支援課 

ICT を活用した外国人児童生徒に対する学習活動等の支援 A 教育支援課 

 

■取組２ 母語・母文化の重要性や個別多様な教育的ニーズに配慮した支援の充実 

取組内容 評価 担当 

多様な言語に対応した支援員の配置と機動的な就学後指導の実施 B 教育支援課 

３言語による母国語教室の開催支援 A 教育支援課 

HICE（浜松国際交流協会）NPO と連携した身近なロールモデルの学

校への派遣 
A 教育支援課 

 
■取組３ 外国人児童生徒等への相談支援体制の充実 

取組内容 評価 担当 

多言語による就学相談の実施 A 教育支援課 

手続等保護者に対する就学ガイダンスの実施 A 教育支援課 

学校と保護者の面談等へのリモート支援の実施 S 教育支援課 

入学予定者及び保護者に対するプレスクールの実施 A 教育支援課 

進路について語る会の実施 A 教育支援課 

 
 
 
 
 
 
 
 

施策４ 外国につながるこどもの学びや支援の充実 

成果指標 
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≪実態把握調査結果(抜粋)≫ 単位:％ 差[比較]:Pt                                  

 
★児童生徒 

困りごとや不安がある時に、先生や学校にいる大人にいつでも相談できますか。 

【小中学生のみ回答】（外国人児童生徒）  

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 70.2      

 

小学校 75.0      

中学校 65.3      

高等学校 -      

 

 
 
 
指導体制の充実 

・すべての就学サポーターが初期指導に対応できるよう体制を見直したことで必要な児童生徒へ支

援が行き届きやすくなったほか、日本語と教科の統合学習に関する研修を年５回実施するなど、支

援員や教員の専門性が高まっています。 

・学校と保護者の面談においてリモート面談を積極的に打診した結果、実施件数が125件に増加し、

相談員の移動時間が削減されたことで学校が希望する日程で柔軟に面談を組むことができるなど、

効率的かつきめ細かな支援が実現しています。 

 

多様な学習機会の提供 

・日本語指導が必要な児童生徒に対する特別の教育課程の実施率 100％を達成したことに加え、進

学を目指す生徒への放課後勉強室（57回開催）や、３言語による母国語教室（各 27 回開催）など、

個々のニーズに応じた多様な学習機会が提供されています。 

・未就園や日本語の分からない子供と保護者を対象としたプレスクールの実施（８回開催、27 人参

加）や、進路について語る会の開催（101 人参加）とオンデマンド動画の配信など、保護者の学校

教育に対する理解促進と不安解消に向けた取組が進んでいます。 

 

 

 

 

初期日本語指導拠点校の開設 

・中学校への初期日本語指導拠点校の増設について、予算確保が不十分となる課題が生じたため、

今後は施設担当課や学校と綿密に連携し確実な開設に向けた調整を進める必要があります。 

 

児童生徒が安心して相談できる環境整備 

・困りごとや不安があるときに先生や学校の大人にいつでも相談できると回答した外国人児童生徒

の割合は全体で 70.2％にとどまっており、目標値である 80.0％の達成に向けて、言葉の壁や文化

の違いに配慮しつつ気軽に相談できる環境づくりをさらに進める必要があります。 

 

 
 

    
課 題 

    
成 果 

成果指標 
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 目標値 R7 年度 

自分が学びたいことやできるようになりたいことに挑戦する  

機会・場所があると回答した児童生徒の割合 

100％ 小 89.0％ 
100％ 中 90.1% 
100％ 高 90.4% 

 
≪取組状況調査結果≫  評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可 
 
■取組１ 相談体制の構築と多様な学習機会等の提供 

取組内容 評価 担当 

教育委員会窓口への人員配置 A 教育支援課 

学習上、学校生活上等に困難を抱えるこどもの相談窓口の周知 A 教育支援課 

学習上、学校生活上等に困難を抱えるこどもに対する学校と連携 

した相談支援体制の構築 
A 教育支援課 

プロスポーツチーム等と連携した多様なスポーツを体験する機会

の拡大 
A スポーツ振興課 

理数・ものづくり・ICT 分野における子供の才能や学習の進度に  

合わせた講座の提供 
A 創造都市・文化振興課 

次世代起業家の育成 A 産業振興課 

NPO 等と連携した理科・ものづくりに関する講座の実施状況把握、

好事例の収集と展開 
S 教育センター 

大学等と連携した高校生への高度な学問の一端に触れ、活動を行う

機会の提供 
A 市立高校 

学校における部活動指導員の配置及び資質能力の向上 
A 指導課 

A 市立高校 

 
≪実態把握調査結果(抜粋)≫ 単位:％ 差[比較]:Pt                                  

 
★教職員 

子供が学びたいことやできるようになりたいことに挑戦する機会・場所を設定したり、 

学校外の機会や場所を案内したりしている。 

対象 当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまらない 
当てはまらない 

 全体 29.8 50.6 16.6 3.0 

 

小学校 30.5 50.6 15.9 3.1 

中学校 28.9 50.7 17.6 2.8 

高等学校 26.7 48.3 20.0 5.0 

 
 
 
 
 
  

施策５ 多様な才能・個性を伸ばす機会の提供 

成果指標 

Pick Up ! 
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子供が難しいことにも失敗を恐れず挑戦できるよう支援している。 

対象 当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまらない 
当てはまらない 

 全体 50.7 47.4 1.7 0.2 

 

小学校 53.2 45.3 1.3 0.2 

中学校 47.8 49.7 2.3 0.2 

高等学校 31.7 63.3 5.0 0.0 

 
★児童生徒 

自分が学びたいことやできるようになりたいことに挑戦する機会・場所がありますか。 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 89.6      

 

小学校 89.0      

中学校 90.1      

高等学校 90.4      

 
難しいことにも失敗を恐れないで挑戦していますか。 

対象 している 
どちらかといえ

ば、している 

どちらかといえ

ば、していない 
していない 

 全体 32.0 43.6 19.6 4.8 

 

小学校 .36.2 43.1 16.4 4.2 

中学校 28.1 43.9 22.4 5.6 

高等学校 26.7 44.3 28.3 0.7 

 
★保護者 

お子さんが学びたいことやできるようになりたいことに挑戦できるよう、お子さんを 

認め励ましていますか。 

対象 当てはまる 
どちらかといえ

ば、当てはまる 

どちらかといえば、

当てはまらない 
当てはまらない 

 全体 43.3 52.8 2.5 0.4 

 

小学校 43.7 52.7 2.4 0.3 

中学校 43.0 52.7 2.5 0.4 

高等学校 41.6 54.0 3.5 0.9 

 

  

成果指標 

Pick Up ! 

Pick Up ! 

Pick Up ! 
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専門的な体験学習と学習意欲の向上 

・トップアスリートを小学校など 20 施設へ派遣したスポーツ体験や、ＮＰＯ等と連携した理科や

ものづくりに関する出前講座を 40 クラスで展開したことにより、児童生徒の専門分野に対する興

味や関心が高まるなど質の高い体験機会が提供されています。 

・理数やＩＣＴ分野の特別課外講座において今年度 31 人の修了生を輩出したほか、次世代起業家

育成講座を18校で実施するなど、子供たちの多様な才能を伸ばすための取組が進められています。 

 

挑戦を後押しする環境の広がり 

・自分が学びたいことに挑戦する機会や場所があると回答した児童生徒の割合が全体で 89.6％に達

しているほか、子供の挑戦を認め励ましていると回答した保護者が 96.1％に上るなど、子供の個性

を伸ばし挑戦を肯定する環境が家庭や学校に広がっています。 

 

 

 

 

 

失敗を恐れず挑戦する意識の向上 

・教職員の 98.1％が子供が失敗を恐れず挑戦できるよう支援していると回答する一方で、実際に難

しいことにも失敗を恐れないで挑戦していると回答した児童生徒は 75.6％にとどまり、とくに高校

生では強い肯定が 26.7％と低いため、心理的抵抗感を下げて主体的な挑戦を促すさらなる働きかけ

が必要です。 

 

学校内外の機会を繋ぐ教職員のサポート強化 

・児童生徒に対して挑戦する機会や場所を設定したり学校外の機会を案内したりしていると回答し

た教職員について、強い肯定は 29.8％にとどまっており、目標値 100％を達成するためには、学校

側からのより積極的な情報提供や案内が求められます。 

 

 

 

 

  

    
課 題 

    
成 果 
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 目標値 R7 年度 

採用選考試験受験者採用倍率 

維持 
R6 

幼 1.7 倍 
小 2.3 倍 
中 6.1 倍 

幼 2.4 倍 

小 2.2 倍 

中 5.6 倍 

病気休職者割合  
全国平均を下回る 

全国 0.77％（R6） 
1.09% 

 
≪取組状況調査結果≫ 評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可 
 
■取組１ これからの学校教育を担う質の高い人材の確保 

取組内容 評価 担当 

民間企業の力も活用した、教員を志す学生（高校生含む）への浜松

市の教育や教職の魅力の PR 
A 教職員課 

幼稚園教諭・保育士として幼児教育・保育に携わることの魅力につ

いての PRの実施 
A 幼保運営課 

ペーパーティーチャーへの情報発信 A 教職員課 

浜松市が目指す教職員像の周知と学生の状況に関する意見交換の

実施 

A 教職員課 

A 幼保運営課 

幼稚園教諭を目指す学生への保育体験の機会提供及び人材の確保 A 幼保運営課 

 

■取組２ 本市の教育的ニーズに応じた教員採用のあり方検討                                         

取組内容 評価 担当 

志願者確保に効果的な試験方法の在り方検討と改善 A 教職員課 

多様性を持った優れた人材確保の検討 A 教職員課 

 
■取組３ 教職員支援体制の構築                                         

取組内容 評価 担当 

学校における労働安全衛生管理体制の整備 
A 教職員課 

A 市立高校 

若手教職員のサポート体制の構築 A 教職員課 

教職員相談窓口の拡充 A 教職員課 

「勤務間インターバル」を確保するための取組推進 C 教職員課 

中学校生徒指導担当教師の全校配置 A 教職員課 

様々なキャリア段階の教職員のバランスよい配置 A 教職員課 

 
 
 
 
 

政策３ 「はままつの先生」の魅力と資質能力の向上 

施策１ 志ある優れた教職員の確保 

成果指標 
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多様な人材確保 

・教員や幼児教育の魅力発信として、インスタグラムの運用（フォロワー450 人）や「はままつの

先生魅力発見プロジェクト」の開催、さらには合計 58 キャンパスにおよぶ大学訪問を実施するな

ど、将来の担い手となる学生へ直接アプローチする取組が進められています。 

・ペーパーティーチャー向けの説明会（のべ 34 人が参加）を実施したほか、令和８年度実施試験

からは大学３年生対象の選考枠や元教諭対象の選考枠を新設し、社会人経験者の要件緩和も行うな

ど、多様な経験を持つ人材を幅広く確保するための制度設計が行われています。 

 

教職員のサポート体制 

・新規採用者に対する拠点校指導員等の配置によるサポート体制の構築に加え、年間を通じて利用

可能な産業保健相談窓口の開設や、中学校における生徒指導加配教員の配置（22 人）など、教職員

が安心して業務に取り組める環境の整備が進んでいます。 

 

 

 

 

働き方改革の推進 

・教職員の休息時間を確保するための「勤務間インターバル」制度については、先進事例の把握に

とどまり、制度の在り方や実際の導入に向けた課題が多く今年度は未実施となっているため、実効

性のある制度設計に向けた継続的な研究と具体的なアプローチが必要です。 

 

生徒指導担当教員の全校配置に向けた継続的な人員確保 

・中学校において生徒指導主事が業務に専念するための加配教員は一部の配置にとどまっており、

全校配置を実現するためには前提となる十分な人員の確保が不可欠であるため、引き続き採用活動

の強化と柔軟な人員配置の検討が求められます。 

 

 

 

 

 

  

    
成 果 

    
課 題 
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 目標値 R7 年度 

自律的、継続的に学び続ける教職員の割合 100.0% 
幼 99.3％ 

小中 98.7% 
高 93.4% 

「教員育成指標」のキャリア段階における、求められる資質能力

の達成度 
80.0% 

幼 84.2％ 
小中 86.9% 
高 100% 

 
≪取組状況調査結果≫ 評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可 
 
■取組１ 「教員育成指標」の効果的な運用 

取組内容 評価 担当 

「教員育成指標」の改訂に向けた検討及び周知 
A 教職員課 

S 教育センター 

学びのサイクル実現に向けた全国教員研修プラットフォーム

「Plant」の活用 

S 教育センター 

A 市立高校 

管理職に対する、教職員への受講奨励や振り返りの適切な運用に向

けた指導助言の実施 

A 教職員課 

S 教育センター 

A 幼保運営課 

 

■取組２ 「教員育成指標」に基づく研修の充実 

取組内容 評価 担当 

計画に基づいた適切な研修の実施 
A 教職員課 

S 教育センター 

静岡県等との連携による適切な研修の実施 A 市立高校 

 
≪実態把握調査結果(抜粋)≫ 単位:％ 差[比較]:Pt                                  

 
★学 校  

教職員の資質能力向上のために、どのような取組をしていますか（複数回答可） 

選択肢 
全体 小学校 中学校 高等学校 

R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 

1.校内研修の実施 97.2   97.9   97.9   100   

2.学校全体でのＯＪＴの実施 54.9   55.8   54.2   100   

3.「浜松市教員育成指標」に示された

キャリア段階に応じて求められる 

資質能力の教職員への周知 

64.6   64.2   66.7   100   

4.希望研修や自主研修への参加促進 86.8   86.3   89.6   100   

5.各種研修参加者による、校内での 

研修内容の共有 
55.6   60.0   47.9   0.0   

6.該当なし 0.0   0.0   0.0   0.0   

 
 
 

施策２ 専門性を有する質の高い教職員の育成 

成果指標 

Pick Up ! 
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★保護者  
あなたが学校・教師を信頼できるかどうかを判断する視点として、当てはまるもの 

全てを選択してください。（複数回答可） 

選択肢 
全体 小学校 中学校 高等学校 

R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 

1.子どもが生き生きとして学校に通っ

ている 
67.6   71.1   63.5   70.0   

2.現在の学年になってから、学力向上

の傾向が出てきた 
18.6   18.2   19.0   17.3   

3.教師が、わが子のことをよく理解 

している 
58.1   59.1   59.1   33.6   

4.教師集団に、やる気とチームワーク

を感じる 
22.5   22.1   23.4   16.4   

5.学校体制で安全対策を十分に行って

いる 
33.9   36.3   31.2   36.4   

6.学校体制でいじめ対策を十分に行っ

ている 
33.8   36.6   31.3   27.3   

7.学校としてのビジョンが保護者に 

見える 
12.9   12.4   12.9   20.0   

8.学校が保護者や地域に開かれている 17.3   18.6   16.1   13.6   

9.相談や質問に対する学校の回答が 

丁寧である 
40.0   41.7   39.2   28.2   

10.学校内のどこ（だれ）に相談したら

よいかが明確である 
19.8   18.7   21.4   14.5   

11.学校が保護者の要望やニーズに 

こたえてくれている 
15.0   15.1   14.7   17.3   

12.学校行事の内容が工夫されている 21.3   20.9   22.0   17.3   

13.部活動や課外活動が充実している 14.7   5.9   22.9   32.7   

14.その他 2.7   2.1   3.4   1.8   

 

 

 

自律的な学びの促進 

・全国教員研修プラットフォームのＩＤを付与されたすべての教職員が履歴を活用し実践につなが

る振り返りが定着しつつあるほか、管理職の受講奨励により希望研修への参加者が延べ 2916 人に

増加するなど、自律的かつ継続的に学び続ける教職員の割合が 98.8％に達しています。 

 

研修の充実 

・教職員研修計画に基づき年間 281 回の研修を実施し、参加者を主語とした研修への改善により参

加者満足度が 87.9％に向上しており、教員育成指標のキャリア段階で求められる資質能力の達成度

も全体で 86.4％となり、目標値である 80.0％を上回る成果を上げています。 

 

 

 

 

校内での実践的共有の推進 

・学校全体でのＯＪＴの実施率が 54.9％、各種研修参加者による校内での研修内容の共有が 55.6％

にとどまっており、個人が研修で得た学びを学校組織全体へ波及させる仕組みづくりが不足してい

るため、キャリア段階に応じた育成指標のさらなる周知とともに各学校での実践的な共有体制の強

化が求められます。 

    
成 果 

    
課 題 

Pick Up ! 
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 目標値 R7 年度 

様々な支援スタッフと業務を分担、協働しながら進めていると 

回答した教職員の割合 
90.0% 

小 97.2％ 
中 94.3% 
高 91.7% 

 
≪取組状況調査結果≫ 評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可 
 
■取組１ 各種支援員・補助員等の配置 

取組内容 評価 担当 

支援スタッフの適正配置 

A 幼保運営課 

A 教職員課 

S 教育支援課 

A 指導課 

A 市立高校 

支援スタッフの専門性に応じた質的向上 

A 教育支援課 

A 指導課 

S 教育センター 

A 市立高校 

A 中央図書館 

 

■取組２ 学校における諸課題への対応支援 

取組内容 評価 担当 

学校が抱える問題やトラブルの初期対応段階において、学校がとる

べき法律上適切な対応についての助言等の実施 
A 教育総務課 

教職員の研修会における、法的側面からの指導・助言等の実施 A 教育総務課 

 
≪実態把握調査結果(抜粋)≫ 単位:％ 差[比較]:Pt                                  

 
★学 校  

教職員と多様な支援スタッフが連携・協働するために、どのような取組をしましたか。 

（複数回答可） 

選択肢 
全体 小学校 中学校 高等学校 

R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 

1.始業式等で、名前を紹介した 56.9   53.7   64.6   0.0   

2.始業式等で、対面で紹介した 27.1   27.4   27.1   0.0   

3.学校だより等の便りで紹介した 41.7   44.2   37.5   0.0   

4.必要に応じて会議に参加してもらった 49.3   47.4   54.2   100   

5.該当なし 2.8   3.2   2.1   0.0   

 
 
 

施策３ 多様な支援スタッフの配置 

成果指標 

Pick Up ! 
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★教職員 

様々な支援スタッフと業務を分担、協働しながら進めている。 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 95.9      

 

小学校 97.2      

中学校 94.3      

高等学校 91.7      

 
 

 

支援スタッフの積極的な配置 

・様々な支援スタッフと業務を分担し協働していると回答した教職員の割合が 96.0％となり、目標

値である 90.0％を上回っています。具体的には、校務アシスタントを 162 人、キッズサポーターを

153 人配置したほか、教育支援における配置時間を 1500 時間増やし、月数回以上配置する小学校を

18 校、中学校を 15 校へ拡充するなど、人員配置が拡充しています。 

 

研修体制の構築 

・支援スタッフの質的向上を目指し、オンデマンド研修システムを構築し 106 人が自己研鑽に励む

など、自発的な学びの環境が整っています。また、学校が抱えるトラブルの初期対応として 11 件

の事案に対し迅速に法的助言を行い、８つの部会研修ですべて法的側面からの指導を実施するなど、

教職員を支えるサポート体制も機能しています。 

 

 

 

 

校種間における情報共有や連携 

・多様な支援スタッフとの連携に向けた取組において、高等学校では会議への参加が 100.0％とな

っている一方で、始業式での紹介や学校だよりでの紹介が 0.0％となっています。校種ごとの実情

に合わせつつも、教職員や児童生徒に対し支援スタッフの存在を広く周知し、日常的な連携を深め

るためのより良い工夫が必要です。 

 

協働に向けた会議等への参画促進 

・学校全体で支援スタッフが必要に応じて会議に参加してもらった割合は 49.3％にとどまっており、

半数以上の学校では業務の分担にとどまり深い情報共有に至っていません。今後は、支援スタッフ

がチームの一員として専門性をより発揮できるよう、積極的な会議への参加や意見交換の場を設け

る取組が求められます。 

 

オンデマンド研修の継続的な改善 

・新たに構築したオンデマンド研修は一定の成果を上げていますが、令和８年度に向けては受講者

の声を聞ける仕組みを構築することが目標とされています。現場の支援スタッフが直面する具体的

な課題やニーズを正確に把握し、より実態に即した効果的な研修コンテンツへと改善を続けていく 

必要があります。 

 

    
課 題 

成果指標 

    
成 果 
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 目標値 R7 年度 

時間外在校等時間が年間 360 時間超の教職員の割合 0.0% 
小 50.0％ 
中 67.7% 
高 65.8% 

時間外在校等時間が月 45 時間超の教職員の割合 0.0% 

小 23.1％ 
中 45.5% 
高 41.6% 

ワーク・エンゲージメント（仕事に対して前向きで充実した心理

状態）の質問に対する教職員の回答の値 

小・中・高 
5.0pt 

小 4.7 pt 
中 4.6 pt 
高 4.5 pt 

 
≪取組状況調査結果≫ 評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可 
 
■取組１ 働き方改革と働きがい改革の一体的推進 

取組内容 評価 担当 

学校における働き方改革に関する取組状況の「見える化」と PDCA

サイクルに基づいた取組の推進 
A 教育総務課 

保護者・地域・市長事務部局関係課との連携・協働による働き方  

改革の推進 

A 教育総務課 

A 幼保運営課 

統合型校務支援システムの導入による業務改善 A 教育総務課 

校務 DX に関する取組状況の「見える化」と PDCA サイクルに基づ  

いた取組の推進 
A 教育総務課 

柔軟な働き方（早出遅出、フレックスタイムなど）を可能とする  

仕組みの研究 
S 教職員課 

 

≪実態把握調査結果(抜粋)≫ 単位:％ 差[比較]:Pt                                  

 
★教職員 

時間の使い方を意識した働き方に努めている。 

対象 当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまる 

どちらかといえば、

当てはまらない 
当てはまらない 

 全体 40.1 46.0 12.2 1.7 

 

小学校 40.0 45.6 12.7 1.7 

中学校 40.6 46.0 11.6 1.8 

高等学校 33.3 56.7 8.3 1.7 

 
 
 
 
 
 
 
 

施策４ 教職員がいきいきと働ける環境の整備 

成果指標 

Pick Up ! 
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効率よく業務を進めるため、常に自分の業務を見直し、改善を図っている。 

対象 当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまらない 
当てはまらない 

 全体 38.2 49.3 11.8 0.7 

 

小学校 36.9 50.3 12.0 0.7 

中学校 40.5 47.5 11.3 0.6 

高等学校 31.7 55.0 13.3 0.0 

 
★保護者 

お子さんの通っている学校の教職員の勤務時間を知っていますか。 

対象 知っている 知らない 

 全体 24.3 74.3 

 

小学校 25.5 73.0 

中学校 23.5 75.3 

高等学校 19.5 78.8 

 
  

Pick Up ! 

Pick Up ! 
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校務のデジタル化 

・統合型校務支援システムの安定稼働に加え、家庭環境調査票や健康調査票の電子化が進められ、

業務効率化の基盤が整いつつあります。また、時間の使い方を意識し、効率よく業務を進めるため

に自身の業務を常に見直し改善を図っていると回答した教職員が全体で約 88％に上るなど、現場に

おける働き方改革への前向きな意識が定着しています。 

 

柔軟な働き方の制度化 

・令和７年３月 14 日付の通知により時差出勤及び在宅勤務の制度化が図られ、学校長の判断によ

り長期休業中以外でも柔軟な働き方が可能な運用が開始されました。 

 

 

 

 

 

抜本的な業務削減の推進 

・教職員の意識や制度化が進む一方で、時間外在校等時間が年間 360 時間を超える教職員の割合が

全体で 56.9％、月 45 時間を超える割合が 31.8％となっており、減少してきてはいるものの目標に

は遠く及ばない状況です。とくに中学校や高等学校において時間外在校等時間が長い傾向にあるた

め、個人の努力や制度の活用にとどまらず、学校全体の業務量そのものを見直す抜本的な改革が急

務です。 

・職階別の状況においては、教頭や主幹教諭、教務主任などの学校運営の中核を担う層の時間外在

校等時間が特に多い傾向にあります。今後は一律の退勤改善だけでなく、職階ごとの勤務実態を詳

細に把握し、それぞれの役割に応じた具体的な業務負担の軽減やサポート体制の構築など、対策を

講じていく必要があります。 

 

保護者や地域への周知と理解促進 

・教職員の働き方改革を実効性のあるものにするためには周囲の協力が不可欠ですが、学校の教職

員の勤務時間を知っていると回答した保護者は 24.3％にとどまっています。保護者や地域に対して

教職員の勤務実態や働き方改革の趣旨を継続的かつ適切に発信し、学校の業務改善に対する社会的

理解と協働体制を築くためのアプローチが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    
課 題 

    
成 果 
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 目標値 R7 年度 

コンピュータなどの ICT 機器の活用に関して、学校内外において

十分に活用するサポートが受けられていると回答した学校の割合 

小・中 
100% 

小 56.9% 
中 60.5% 

学校は勉強したり運動したりするのに適した道具が整っていた

り、過ごしやすい施設になっていたりすると回答した児童生徒の

割合 

維持 
（R6 90.0%） 

小 90.9% 
中 91.2% 
高 92.0% 

 
≪取組状況調査結果≫ 評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可 
 
■取組１ 新しい時代の学校施設整備 

取組内容 評価 担当 

「小中学校施設整備計画」に基づく計画的な施設整備の実施 A 教育施設課 

幼稚園の規模適正化の方針を踏まえた保全改修等の実施 A 幼保運営課 

高等学校施設の長寿命化に向けた計画的な保全改修等の実施 - 市立高校 

空調設備の計画的な整備及び維持管理の実施 
A 教育施設課 

B 市立高校 

施設のバリアフリー化・照明 LED 化等の実施 A 教育施設課 

 

■取組２ 学校における教材等の充実 

取組内容 評価 担当 

学習者用デジタル教科書の効果的な活用に対する事例周知と指導

助言 
A 教育センター 

学習者用タブレット型端末の更新・保守 A 教育総務課 

学習活動で利用する校内ネットワーク速度の確保 
A 教育総務課 

A 市立高校 

教育情報セキュリティの確保 A 教育総務課 

 
■取組３ 学校規模の適正化  

取組内容 評価 担当 

学校規模適正化対象校の保護者等との意見交換の実施 A 教育総務課 

統廃合検討開始目安の該当園の保護者等の意見交換の実施 A 幼保運営課 

 
■取組４ 新たな学校の在り方に関する調査研究 

取組内容 評価 担当 

学年チーム担任制の在り方に関する調査研究 A 教職員課 

ICT の利活用や新学習指導要領の方向性を踏まえた授業の在り方に

関する調査研究 

A 教育センター 

A 市立高校 

 

政策４ 安全・安心に学べるより良い教育環境の整備 

施策１ 新しい時代の学びを実現する学校施設等の整備 

成果指標 
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≪実態把握調査結果(抜粋)≫ 単位:％ 差[比較]:Pt                                  
 
★学 校 

タブレット型端末などの ICT 機器の活用に関して、学校内外において十分に活用する 

サポートが受けられていると思いますか。【小中学校のみ回答】 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 57.6      

 

小学校 56.9      

中学校 60.5      

高等学校 -      

 
タブレット型端末などの ICT 機器の活用に関して、学校内外において十分に活用する

サポートが受けられていると思いますか。【小中学校のみ回答】 

対象 そう思う 
どちらかといえば、

そう思う 

どちらかといえば、

そう思わない 
そう思わない 

 全体 9.0 48.6 36.8 3.5 

 

小学校 11.6 45.3 37.9 4.2 

中学校 4.2 56.3 35.4 2.1 

高等学校 - - - - 

 
★児童生徒 

あなたが通っている学校は、勉強したり運動したりする道具が整っていたり、過ごし  

やすい施設になっていたりすると思いますか。 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 91.1      

 

小学校 90.9      

中学校 91.2      

高等学校 92.0      

 
  

成果指標 

成果指標 

Pick Up ! 
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学習環境の整備 

・小中学校施設整備計画に基づき 11 校の設計と７校の工事を実施したほか、５校のバリアフリー

化や 18 校のＬＥＤ化工事が完了しています。また、すべての普通教室における空調設備の維持管

理に加え、新たに 26 校の特別教室へ空調設備を整備するなど環境改善が進んでおり、約 91％の児

童生徒が学校の施設や設備が整い過ごしやすいと回答しています。 

 

ICT 基盤の整備 

・学習者用タブレット型端末の計画的な更新が進められているとともに、全小中学校を対象とした

ネットワークアセスメントの実施や高等学校における通信回線の契約見直しにより、学習活動を支

える通信環境の改善が図られています。さらに、教育情報セキュリティ対策基準の改定や管理職向

け研修を実施するなど、安全にデジタル機器を活用するための基盤整備が進んでいます。 

 

 

 

 

 

ICT 活用のための日常的なサポート体制の構築 

・ハード面の整備が進む一方で、ICT 機器の活用に関して学校内外で十分なサポートが受けられて

いると回答した割合は小学校で 57.6％、中学校で 60.5％にとどまっており、目標の 100％には大き

く及んでいません。とくに「そう思う」と強く肯定する割合が全体で 9.0％と低いため、機器の不

具合対応や効果的な活用方法の提案など、現場を日常的に支える人的サポート体制の抜本的な強化

が求められます。 

 

猛暑に対応した空調設備の早期設置と高等学校施設の計画的保全 

・近年の猛暑による影響が懸念されるなか、高等学校の特別教室や体育館等への空調設備整備が遅

れており計画の見直しが必要となっているため、生徒の健康被害を防ぐための早期設置に向けた対

応が急務です。また、高等学校施設の長寿命化に向けて、安全な教育環境を維持するための具体的

な改修計画の策定が不可欠です。 

 
 
 
 
 
 
 
  

    
成 果 

    
課 題 
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 目標値 R7 年度 

学校管理下における事故発生率 
前年比低下 

(R6 全体 7.6%) 
幼  2.0％ 
小  5.8% 
中  9.8% 
高  6.5% 

自分たちの安全を守ってくれている人や場所があることを知って

いると回答した児童生徒の割合 
90.0% 

小 90.3% 
中 89.5% 
高 88.7% 

 
≪取組状況調査結果≫ 評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可 
 
■取組１ こどもを取り巻く環境を整える安全管理 

取組内容 評価 担当 

災害時・緊急時における連絡手段のデジタル化の推進 
A 健康安全課 

A 幼保運営課 

学校施設等の適切な維持管理等の実施 
A 教育施設課 

A 幼保運営課 

 

■取組２ 校内の協力体制の構築 

取組内容 評価 担当 

各園における事故発生防止に関する組織体制の強化 A 幼保運営課 

学校安全の 3 領域（生活安全・交通安全・災害安全）の充実に向け

た学校安全担当の設置と支援 
A 健康安全課 

養護教諭補助員の配置及び研修の実施 A 教職員課 

高等学校における学校安全に関する取組の充実に向けた支援 A 市立高校 

食物アレルギー疾患対策に向けた学校への支援 A 健康安全課 

緊急時における校内体制構築への支援 A 健康安全課 

 
■取組３ 多様な機関との連携 

取組内容 評価 担当 

学区内及び指定通学路の安全確保の推進 
A 健康安全課 

A 幼保運営課 

登下校中の見守り活動の推進 A 健康安全課 

地域一体での見守り活動の実施 S 健康安全課 

こどもの緊急避難場所「こども 110 番の家」登録者の協賛呼び掛け

及びこどもへの広報活動の実施 
A 青少年育成センター 

地域と連携した交通安全街頭指導等の実施 A 市立高校 

危機管理マニュアル（災害安全編）見直しへの指導、助言 A 健康安全課 

 
 
 
 

施策２ 学校安全の推進 

成果指標 
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■取組４ 安全・安心な給食の提供に関する環境整備 

取組内容 評価 担当 

学校給食における地場産物の活用 B 健康安全課 

調理場の適切な維持管理 A 健康安全課 

 
≪実態把握調査結果(抜粋)≫ 単位:％ 差[比較]:Pt                                  

 
★学 校 

子供を災害や事故から守るために、どのような取組をしましたか。（複数回答可） 

選択肢 
全体 小学校 中学校 高等学校 

R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 

1.学校安全担当による、２つの危機 

管理マニュアルに基づく校内研修の 

強化 

51.4   51.6   52.1   0.0   

2.校内における実践的な防災訓練の 

実施 
94.4   93.7   97.9   100   

3.防災教育ポータルサイトを活用  

した、自助力・共助力の醸成 
20.1   27.4   6.3   0.0   

4.家庭における防災意識向上のための

啓発 
15.3   17.9   10.4   100   

5.通学路における危険箇所の確認 72.9   76.8   66.7   0.0   

6.交通安全教室の開催 92.4   96.8   85.4   100   

7.学校運営協議会での、防災や交通 

安全に関する熟議の実施 
29.9   32.6   25.0   0.0   

8.該当なし 0.0   0.0   0.0   0.0   

 
★教職員 

災害や事故から命を守り、安全を確保するための方法について子供に指導している。                                       

対象 当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまらない 
当てはまらない 

 全体 66.3 32.0 1.6 0.2 

 

小学校 72.3 27.0 0.7 0.1 

中学校 58.9 38.2 2.6 0.3 

高等学校 26.7 61.7 11.7 0.0 

 
★児童生徒 

自分たちの安全を守ってくれている人や場所があることを知っていますか。 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 89.8      

 

小学校 90.3      

中学校 89.5      

高等学校 88.7      

 
  

成果指標 

Pick Up ! 

Pick Up ! 
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★保護者 
子供たちの安全を守ってくれている人や場所があることについて、お子さんと話を 

することがありますか。                                       

対象 当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまらない 
当てはまらない 

 全体 15.7 42.8 32.1 7.9 

 

小学校 18.4 46.0 28.8 5.8 

中学校 13.4 39.7 35.8 9.5 

高等学校 8.8 38.9 31.9 16.8 

 
 
 

 

地域と連携した見守り活動の拡充 

・地域一体での見守り活動において関係者への周知を強化した結果、登録者が 2364 人へと増加し、

子供たちの登下校時の安全確保および犯罪抑止体制が大きく拡充されました。こうした地域の支え

もあり、自分たちの安全を守ってくれている人や場所があることを知っていると回答した児童生徒

が全体で 93.6％に上り、子供たちの安心感につながっています。 

 

校内における安全指導 

・各学校において実践的な防災訓練が 94.4％、交通安全教室が 92.4％の割合で実施されるなど、

子供たちを災害や事故から守るための実践的な教育が定着しています。また、令和７年度から校務

分掌に学校安全担当を位置付けたほか、市内 109 校で普通救命講習を実施し取得率が 95％に達する

など、緊急時に適切な対応ができる教職員の体制整備が着実に進んでいます。 

 

 

 

 

家庭や地域を巻き込んだ防災意識の啓発 

・学校での実践的な防災訓練が高い割合で実施されている一方で、家庭における防災意識向上のた

めの啓発を行っている学校は 15.3％、防災教育ポータルサイトを活用して自助力や共助力を育成し

ている学校は 20.1％にとどまっています。また、子供の安全を守る人や場所について家庭で話をす

る保護者の割合も十分とは言えないため、学校完結の指導にとどまらず、家庭や地域と連携して社

会全体の安全意識を高めるための積極的な働きかけが求められます。 

 

物価高騰下における給食環境の維持 

・学校給食において、地域にゆかりのある食材を使用した特別献立の提供などを行っていますが、

地場産物の使用率は 35.2％にとどまっています。物価高騰による食材価格の上昇により、望ましい

栄養価を満たしつつ地場産物を十分に確保することが困難な状況となっているため、令和８年度に

向けては適切な食材費の見直しを行い、安全で豊かな給食環境を安定的に維持していく必要があり

ます。 

 

 

 

    
成 果 

Pick Up ! 

    
課 題 
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 目標値 R7 年度 

小規模校との意見交換の実施 100% 100％ 

 
≪取組状況調査結果≫ 評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可 
 
■取組１ 学びの支援  

取組内容 評価 担当 

個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実に向けた取組の 

実施 
B 教育センター 

 

■取組２ 通学等への支援 

取組内容 評価 担当 

統廃合地域における遠距離通園・通学に伴う通園・通学バス等の 

運行検討と運用 

A 教育支援課 

A 幼保運営課 

統廃合地域における遠距離通園通学に伴う援助費の支給 
A 教育支援課 

A 幼保運営課 

校(園)外学習への活用 
A 教育支援課 

A 幼保運営課 

 
  

施策３ 中山間地域等における教育環境の向上 

成果指標 
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統廃合地域における通園や通学支援 

・遠距離通学となる地域の小中学校や幼稚園において 51 路線の通園通学バス等を運行し、児童生

徒の通学を支援しました。また、幼稚園の閉園等に伴い遠距離通園が必要となった地域へのバス路

線の追加や通園に伴う援助費の支給対象地域の拡大を行うなど、保護者の負担軽減と就学環境の維

持向上を図っています。 

 

交通手段を活用した学習活動の推進 

・中山間地域などの学校 31 校において通園通学バス等を校外学習の移動手段として活用し、延べ

342 回の教育活動を支援しました。さらに、小規模園においては自園や近隣の通園通学バスを借用

して園外学習や交流支援事業を実施することで、集団での学びを補完し豊かな教育環境の提供に努

めています。また、経済的理由等により修学が困難な学生 123 人に対し奨学金の貸与を実施し、学

びの継続を支援しています。 

 

 

 

 

 

 

中山間地域におけるＩＣＴを活用した教育の推進 

・個別最適な学びと協働的な学びを一体的に充実させる取り組みにおいて、要請研修を通じて中山

間地域の教育の魅力を若手教員に伝えていますが、ＩＣＴを活用した教育活動の状況把握が十分に

できていません。今後は全国における中山間地域でのＩＣＴ活用事例を積極的に収集し、各学校へ

周知を図るなど、デジタル技術を効果的に取り入れた学びの支援体制を強化していく必要がありま

す。 

 

小規模校の実情に応じた継続的な支援 

・成果指標である小規模校との意見交換の実施率については目標通り 100％を達成し、現場の状況

把握に努めています。今後はこの意見交換を通じて得られた地域や学校ごとの多様なニーズを踏ま

え、統廃合地域における長距離通学への配慮や小規模校ならではの課題に対応し、それぞれの実情

に応じた支援が求められます。 

  

    
成 果 

    
課 題 
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 目標値 R7 年度 

就学援助申請に対する補助充足率 100% 100％ 

 

≪取組状況調査結果≫ 評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可 
 
■取組１ 教育費負担軽減のための経済的支援 

取組内容 評価 担当 

就学に必要な費用の一部援助 A 教育支援課 

奨学金の貸与 A 教育支援課 

 

■取組２ 義務教育の保障に向けた環境整備 

取組内容 評価 担当 

多様な学びの場や機会の確保に向けた検討 A 教育総務課 

不就学等就学に課題を抱える外国人のこどもの学びの場の確保及

び就学につなげるために必要な支援の実施 
A 国際課 

 
 
 

 

教育費負担の軽減 

・経済的な支援を要する家庭に対して小中学校への就学に必要な費用の一部援助を継続的に実施し、

就学援助申請に対する補助充足率は目標値である 100 パーセントを達成しました。経済的な理由等

により修学が困難な学生 123 人に対して奨学金の貸与を行うなど、家庭の経済状況に左右されず、

すべての子どもたちが等しく教育を受けられる環境づくりを進めています。 

 

 

 

 

 

多様な学びの場の確保 

・経済的支援が順調に進捗している一方で、義務教育の保障に向けた環境整備については具体的な

成果が見えにくい状況です。不就学など就学に課題を抱える外国人の子どもに対する学びの場の確

保や、多様な学びの機会を創出するための検討において、誰１人取り残さない教育を実現するため

の支援策と、関係機関と連携した体制構築が必要です。 

 
 
 
  

施策４ 学びの機会確保に向けた支援 

成果指標 

    
成 果 

    
課 題 



61 

 

 
 
 目標値 R7 年度 

いじめの問題に対して、外部人材と情報共有をしたり、協働した

りして対応にあたることができたと回答した学校の割合 

小・中・高 
100% 

小 85.2% 

中 85.4% 

高 100%   

いじめ防止対策推進法に応じた対応を理解し、それに沿って行動

していると回答した教職員の割合 

小・中・高 
100% 

小 99.7% 

中 99.6% 

高 98.3% 
 
≪取組状況調査結果≫ 評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可 
  
■取組１ 「浜松市いじめの防止等のための基本的な方針」の徹底 

取組内容 評価 担当 

「浜松市いじめの防止等のための基本的な方針（改定版）」の周知

及び「学校いじめ防止基本方針」改定への指導助言 
A 指導課 

校内いじめ対応の中核となるいじめ対策コーディネーターの全校

設置と研修の実施 
A 指導課 

いじめの問題に関する取組について PDCA サイクルの構築 A 指導課 

総合教育会議や学校運営協議会等を通した連携の促進 
A 学校・地域連携課 

A 指導課 

浜松市いじめ問題対策連絡協議会の開催 A 青少年育成センター 

 
  

施策５ いじめの問題への対応 

成果指標 
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≪実態把握調査結果(抜粋)≫ 単位:％ 差[比較]:Pt                                 

 
★学 校 

いじめ対応への理解を深め、組織的な対応を促すためにどのような取組をしましたか。

（複数回答可） 

選択肢 
全体 小学校 中学校 高等学校 

R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 

1.いじめ防止基本方針を理解し、  
いじめの未然防止・早期発見・早期
対応について共通理解した 

98.6   98.9   100   100   

2.全保護者に対し、年度当初、学校の
いじめ防止基本方針やその取組及び
対応について周知した 

89.6   96.8   77.1   0.0   

3.地域の方に、たよりや学校運営協議
会などの機会を活用して、いじめ防
止基本方針やその取組及び対応につ
いて周知した 

86.1   87.4   85.4   100   

4.教育委員会主催の生徒指導研修等 
の内容について、校内でも周知を 
図った 

69.4   71.5   66.7   100   

5.定期的なアンケート等に記載された
内容や子供や保護者からの相談に 
ついて、複数で確認し、対応を協議  
したり進捗状況を共有したりした 

96.5   97.9   95.8   100   

6.事例研究等いじめに関する研修を 
行い、未然防止・早期発見・早期  
対応の視点から成果と課題を明らか
にし、改善点について話し合った 

59.0   63.2   52.1   0.0   

7.該当なし 0.7   1.1   0.0   0.0   

 
いじめの問題に対して、外部人材と情報共有をしたり、協働したりして対応にあたる

ことができましたか。 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 84.7      

 

小学校 85.2      

中学校 85.4      

高等学校 100      

 
いじめの問題に対して、外部人材と情報共有をしたり、協働したりして対応にあたる

ことができましたか。                                       

対象 できた 
どちらかといえば、

できた 

どちらかといえば、

できなかった 
できなかった 

 全体 37.5 47.2 12.5 2.1 

 

小学校 32.6 52.6 12.6 2.1 

中学校 47.9 37.5 12.5 2.1 

高等学校 100 - - - 

 
★教職員 

いじめは、どんな理由があってもいけないことだと指導している。 

対象 当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまらない 
当てはまらない 

 全体 95.4 4.5 0.1 0.0 

 

小学校 97.1 2.8 0.1 0.0 

中学校 93.4 6.5 0.1 0.0 

高等学校 83.3 15.0 1.7 0.0 

 

Pick Up ! 

Pick Up ! 

Pick Up ! 

成果指標 
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いじめ防止対策推進法に応じた対応を理解し、それに沿って行動している。 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 99.7      

 

小学校 99.7      

中学校 99.6      

高等学校 98.3      

 
★児童生徒 

いじめは、どんな理由があってもいけないことだと思いますか。 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 96.2      

 

小学校 96.5      

中学校 95.8      

高等学校 95.6      

 
いじめは、どんな理由があってもいけないことだと思いますか。 

対象 当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまらない 
当てはまらない 

 全体 79.3 16.9 2.7 1.2 

 

小学校 81.3 15.2 2.4 1.1 

中学校 77.2 18.6 3.1 1.2 

高等学校 79.3 16.3 2.7 1.7 

 
★保護者 

いじめはどんな理由があってもいけないことだと、お子さんに話をしていますか。                                       

対象 している 
どちらかといえば、

している 

どちらかといえば、

していない 
していない 

 全体 71.2 24.4 2.9 0.3 

 

小学校 73.6 22.7 2.7 0.2 

中学校 69.5 25.9 2.9 0.4 

高等学校 61.9 30.1 6.2 0.9 

                                        

学校のいじめ防止基本方針を知っていますか。                                       

対象 知っている 
どちらかといえば、

知っている 

どちらかといえば、

知らない 
知らない 

 全体 14.1 35.7 32.3 16.5 

 

小学校 14.9 36.6 32.0 15.2 

中学校 13.6 34.8 32.4 17.3 

高等学校 8.8 33.6 32.7 23.0 

 
 
 
 
 
 
 
 

Pick Up ! 

成果指標 

Pick Up ! 

Pick Up ! 

成果指標 
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教職員の法令理解 

・教職員の 99.7 パーセントがいじめ防止対策推進法に応じた対応を理解し行動していると回答し

ており、高い意識が保たれています。また、すべての学校にいじめ対策コーディネーターが配置さ

れるとともに、96.5 パーセントの学校がアンケートや相談内容を複数人で確認し対応を協議するな

ど、特定の教員に抱え込ませない組織的な対応体制が定着しています。児童生徒自身も 96.2 パー

セントがいじめは理由を問わず許されないことだと認識しており、日々の指導が成果に結びついて

います。 

 

家庭と学校における規範意識の育成 

・教職員の 99.9 パーセントがいじめはどんな理由があってもいけないことだと指導していると回

答しており、教育現場における毅然とした態度での指導が広く徹底されています。また、保護者に

おいても 95.6 パーセントが家庭内で子どもに対して同様の話をしていると回答しています。学校

の詳細な基本方針に対する保護者の認知度には課題が残るものの、いじめを絶対に許さないという

根本的な倫理観や規範意識については、学校と家庭の双方がそれぞれの場において子どもたちへし

っかりと伝える基盤が形成されています。 

 

 

 

外部人材との連携強化 

・いじめの問題に対して外部人材と情報共有や協働をして対応にあたることができたと回答した学

校の割合は全体で 84.7 パーセントにとどまり、目標である 100 パーセントには達していません。

また、事例研究などのいじめに関する研修を行い、改善点について話し合っている学校は全体で

59.0 パーセントと低い水準にあります。複雑化する事案に適切に対応するためには、関係機関の専

門家など外部人材との連携を強化していく必要があります。 

 

保護者や地域に対する基本方針の周知 

・学校側は年度当初に全保護者へいじめ防止基本方針を周知したと回答する割合が 89.6 パーセン

トに上る一方で、同方針を知っている、またはどちらかといえば知っていると回答した保護者は合

計で49.8パーセントにとどまっており、学校側の認識と保護者の実態に大きな乖離が見られます。

いじめの早期発見や未然防止には家庭や地域との協力が不可欠であるため、学校運営協議会や懇談

会などの機会を活用し、実効性のある周知と相互理解を図る取り組みが求められます。 

 

いじめの複雑化に伴う教職員の負担軽減と人材の配置 

・学校や教職員をはじめ、児童生徒や保護者の誰もがいじめはいけないことだと認識しているにも

かかわらず、現実としていじめは発生してしまいます。さらに、近年のいじめ事案は見えにくい部

分での発生など非常に複雑化しており、事実確認や関係機関との調整、継続的な心のケアなどに多

大な時間と労力を要します。学校現場の負担を軽減しつつ、適切に問題解決を図るためには、いじ

め対応に特化した専門職員の配置など、抜本的な人的措置の拡充が求められます。 

 

 

    
課 題 

    
成 果 
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 目標値 R7 年度 

コミュニティ・スクールなどの仕組みを生かし、保護者や地域と

連携・協働して組織的に活動が行えるようになったと答えた学校

の割合 

小・中・高 
90.0% 

小 93.7％ 
中 85.4% 
高 100％   

学校や地域で子供を育むボランティア活動に参加してみたいと回

答した保護者の割合 

小・中・高 
65.0% 

小 45.8％ 
中 42.1% 
高 42.4% 

 
≪取組状況調査結果≫ 評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可  
■取組１ コミュニティ・スクールの充実 

取組内容 評価 担当 

学校運営協議会の運営についての指導・助言 A 学校・地域連携課 

CS 担当教師の設置及び CS ディレクター・学校支援コーディネータ

ーの配置による組織的取組の推進 
A 学校・地域連携課 

学校評価の充実 A 学校・地域連携課 

園評価の充実 A 幼保運営課 

 

■取組２ 地域学校協働活動の推進 

取組内容 評価 担当 

地域学校協働活動の推進体制のあり方及び効果的な活動支援の 

検討 

A 学校・地域連携課 

A 創造都市・文化振興課 

学校支援コーディネーターと協働センター等職員との連携促進 
A 学校・地域連携課 

A 創造都市・文化振興課 

協働センター等における地域人材情報の蓄積及び提供 A 創造都市・文化振興課 

 
  

政策５ 多様な人材・主体との連携・協働 

施策１ コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進 

成果指標 
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≪実態把握調査結果(抜粋)≫ 単位:％ 差[比較]:Pt                                  

 
★学 校  

コミュニティ・スクールなどの仕組みを生かし、保護者や地域と連携・協働して組織的

に活動が行えるようになったと思いますか。 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 90.3      

 

小学校 93.7      

中学校 85.4      

高等学校 100      

 

コミュニティ・スクール等の仕組みを活用して、保護者や地域住民の意見を学校運営

に反映していますか。 

対象 当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまらない 
当てはまらない 

 全体 50.0 45.1 3.5 0.7 

 

小学校 52.6 45.3 2.1 0.0 

中学校 45.8 45.8 6.3 2.1 

高等学校 100 - - - 

 
★児童生徒  

学習ボランティアなど、地域の方が学習に関わって（手助けして）くれていますか。 

対象 
関わって（手助け 

して）くれている 

どちらかといえば、

関わって（手助け 

して）くれている 

どちらかといえば、

関わって（手助け 

して）くれていない 

関わって（手助け 

して）くれていない 

 全体 41.9 42.0 10.7 5.4 

 

小学校 53.0 38.1 6.4 2.5 

中学校 31.6 46.0 14.4 7.9 

高等学校 21.3 40.3 22.7 15.7 

 
★保護者 

学校や地域でこどもを育むボランティア活動に参加してみたい（参加している）と 

思いますか。 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 44.0      

 

小学校 45.8      

中学校 42.1      

高等学校 42.4      

 
地域の中で子供たちが育てられていると感じていますか。 

対象 感じている 
どちらかといえば、

感じている 

どちらかといえば、

感じていない 
感じていない 

 全体 19.6 48.6 24.5 5.1 

 

小学校 21.8 49.1 22.8 4.9 

中学校 17.6 48.3 26.0 5.2 

高等学校 14.2 46.9 29.2 6.2 

 
 

成果指標 

Pick Up ! 

成果指標 

Pick Up ! 

Pick Up ! 
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コミュニティ・スクールと組織的な連携体制の構築 

・コミュニティ・スクールなどの仕組みを生かし、保護者や地域と連携・協働して組織的に活動が

行えるようになったと回答した学校の割合は全体で 90.3 パーセントとなり、目標値である 90.0 パ

ーセントを達成しました。また、保護者や地域住民の意見を学校運営に反映していると回答した学

校も全体で95.1パーセントに達しており、学校運営協議会を通じた熟議が円滑に行われています。

行政側においても、学校運営協議会への協働センター職員のオブザーバー参加を促進したほか、関

係者向けの研修会を６回開催し、教職員向けに情報を発信するなど、好事例の横展開と組織的なサ

ポート体制の充実が着実に進んでいます。 

 

地域住民による学習支援の広がり 

・児童生徒のアンケートにおいて、地域の方が学習に関わってくれていると回答した割合は全体で

83.9 パーセントに上り、特に小学校においては 91.1 パーセントと極めて高い水準を示しています。

生涯学習講師登録システムやボランティア登録制度を活用した地域人材情報の蓄積と提供が効果

的に機能しており、子どもたちの豊かな学びを地域全体で支える基盤が整いつつあります。 

 

 

 

 

 

保護者のボランティア参加意欲の向上 

・学校側での組織的な体制構築が進む一方で、学校や地域で子どもを育むボランティア活動に参加

してみたいと回答した保護者の割合は全体で 44.0 パーセントにとどまり、目標値である 65.0 パー

セントを大きく下回っています。また、地域の中で子どもたちが育てられていると実感している保

護者も、一番前向きな「感じている」と回答した割合は 19.6 パーセントにすぎません。保護者が

一歩踏み出して参加しやすいよう、活動内容の積極的な発信や参加の心理的ハードルを下げる工夫

を行い、保護者自身の参加意欲を高めるとともに、地域全体で子どもを育てる実感を深めていく取

り組みが必要です。 

 

校種間連携 

・地域住民の学習への関わりについて、小学校では高い割合を示しているものの、中学校では 77.6

パーセント、高校では 61.6 パーセントと、校種が上がるにつれて児童生徒が地域との関わりを実

感する割合が減少しています。中学生や高校生の段階における発達段階や興味関心に応じた、より

実践的な地域協働プログラムの創出が求められます。学校支援コーディネーターや協働センター職

員の連携をさらに強め、小学校から高校まで切れ目のない地域学校協働活動を展開していくための

工夫が必要です。 

 
 
 
  

    
成 果 

    
課 題 
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 目標値 R7 年度 

はままつ人づくりネットワークセンター登録講座の実施数 
維持 

（R6:1,309 回） 

小 1,085 回 
中 181 回 

計 1,266 回 
放課後や週末に何をして過ごすかという質問に対して、家庭で過

ごしたり家族と過ごしたりする以外に他の人物や団体と接点を持

っていると回答した児童生徒の割合 

維持 
（R6:90.2%） 

小 87.4% 
中 93.1% 
高 86.3% 

 
≪取組状況調査結果≫ 評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可 
 
■取組１ NPO・企業・大学等と連携した体験活動等の充実 

取組内容 評価 担当 

はままつ人づくりネットワークセンターの充実 A 学校・地域連携課 

地域と連携したこどもへのあいさつや声掛けの実施促進 A 青少年育成センター 

 

■取組２ 地域スポーツクラブ活動・地域文化クラブ活動への移行に向けた環境整備 

取組内容 評価 担当 

「休日の部活動の地域移行に関するガイドライン」の策定とそれに

基づく進捗管理 
A 学校・地域連携課 

 
≪実態把握調査結果(抜粋)≫ 単位:％ 差[比較]:Pt                                  

 
★児童生徒 

あなたは放課後や週末に何をして過ごすことが多いですか。当てはまる番号をすべて 

選んでください。（複数回答可) 

選択肢 
全体 小学校 中学校 高等学校 

R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 

1.家族と過ごしている 73.3   78.0   69.2   58.0   

2.家で勉強や読書をしている 41.8   43.2   40.0   49.7   

3.家でテレビや動画をみたり、ゲーム

をしたり、SNS を利用したりして 

いる 

86.6   83.3   90.2   83.3   

4.学習塾など学校や家以外の場所で 

勉強している 
24.3   19.1   29.4   29.3   

5.習い事（スポーツに関する習い事を

除く）をしている 
32.8   41.2   25.3   11.7   

6.スポーツ（スポーツに関する習い事 

を含む）をしている 
43.5   49.1   39.4   14.3   

7.友達と遊んでいる 62.6   62.8   63.7   36.3   

8.地域の行事に参加している（地域 

学校協働本部や地域住民などによる

学習・体験ブログラムを含む） 

5.6   8.1   3.1   2.3   

9.(小)放課後子ども教室や放課後児童

教室に参加している 

(中・高)学校の部活動に参加して 

いる 

-   3.8   64.6   66.3   

10.1～9 に当てはまるものがない -   1.5   1.3   1.3   

 

施策２ 魅力ある地域人材や団体等との連携 

成果指標 

成果指標 



69 

 

 
 

 

 

地域人材を活用した見守り体制 

・はままつ人づくりネットワークセンターのホームページにおいて検索機能を改善するとともに、

アンケート調査を通じて利用者のニーズを把握し、既存講座の内容を見直すなど、より利用しやす

い環境を整備しました。また、11 月 11 日を基準とした声掛けデーなどのあいさつ運動について、

市ホームページや SNS などを積極的に活用して広報を行い、地域全体で子どもたちを見守り育てる

活動を行っています。 

 

部活動の地域移行に向けた指針の策定 

・休日の部活動の地域移行に向けて地域クラブ活動協議会を４回開催し、地域の代表者や学校関係

者、保護者などから幅広く意見を聴取しました。丁寧な議論や市民説明会などを経て、３月 31 日

に休日の部活動の地域移行に関するガイドラインを策定し公表に至るなど、持続可能なスポーツや

文化活動の環境整備に向けた基盤構築を進めています。 

 

 

 

 

 

多様な体験機会の提供 

・児童生徒に対する放課後や週末の過ごし方に関する調査では、地域の行事に参加している割合は

全体で５パーセント台にとどまっています。家庭や学校以外の多様な他者と接点を持つ子どもが少

ない現状を踏まえ、今後は子どもたちが自発的に参加したくなるようなプログラムの創出や、地域

住民との交流の機会をさらに拡充していく必要があります。 

 

部活動の地域移行に伴う持続可能な受け皿の確保 

・ガイドラインの策定により、今後は方針に基づいた具体的な取り組みを推進していく段階に入り

ます。中学生や高校生の６割以上が学校の部活動に参加している現状において、地域クラブへの円

滑な移行を実現するためには、適切な指導者の継続的な確保や活動場所の調整など、地域の受け皿

となる団体への支援が不可欠です。学校と地域が緊密に連携し、各地域の実情に応じた柔軟な対応

と着実な進捗管理が求められます。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    
成 果 

    
課 題 
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 目標値 R7 年度 

市・教育委員会・学校から配付される冊子やリーフレット、保護

者を対象とした家庭教育に関する講座は、子育てをするうえで参

考になると回答した保護者の割合 
70％ 

小 58.9% 

中 54.0% 
 
≪取組状況調査結果≫ 評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可 
 
■取組１ 家庭教育力向上に向けた支援                                            

取組内容 評価 担当 

全国学力・学習状況調査の結果分析の周知 A 教育センター 

家庭教育講座の実施 A 学校・地域連携課 

命を大切にする心や規範意識の向上に向けた啓発 A 教育センター 

学校いじめ防止基本方針・いじめの理解と未然防止等の理解を促す

広報活動の実施 
A 指導課 

家庭における人権意識育成のための支援 A 人権啓発センター 

保護者を対象とした青少年の健全育成に関する啓発 A 青少年育成センター 

朝食摂取指導の促進 A 健康安全課 

「はますくノート(ファイル)」における「家庭で大切にしたい 

子育てのポイント」の周知 
A 幼保運営課 

 
≪実態把握調査結果(抜粋)≫ 単位:％ 差[比較]:Pt                                 

 
★学 校 

家庭の教育力を向上させるために、保護者に対しどのようなことを働き掛けましたか。 

（複数回答可） 

選択肢 
全体 小学校 中学校 高等学校 

R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 R7 R8 差 

1.「早寝・早起き・朝ごはん」や挨拶

など、基本的生活習慣に関すること 
84.7   91.6   72.9   100   

2.会話や悩み相談など、子供とのかか

わり方に関すること 
45.1   48.4   39.6   0.0   

3.テレビやゲーム、ＩＣＴ機器の家庭

での使い方に関すること 
72.2   74.7   68.8   100   

4.家族の一員としての在り方に関する

こと 
29.9   29.5   31.3   0.0   

5.地域行事やボランティア活動への 

参加に関すること 
29.2   23.2   41.7   100   

6.該当なし 0.7   0.0   2.1   0.0   

 
 
 
 
 
 
 
 

Pick Up !  

施策３ 家庭教育支援の推進 

成果指標 
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★保護者  
市・教育委員会・学校から配付される冊子やリーフレット、保護者を対象とした家庭 

教育に関する講座は、子育てをするうえで参考になりましたか。【小中学生のみ回答】 

対象 Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11 差⇔Ｒ７ 

 全体 56.6      

 

小学校 58.9      

中学校 54.0      

高等学校 -      

 
お子さんのよい表れを見つけ、ほめていますか。 

対象 当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまる 
どちらかといえば、

当てはまらない 
当てはまらない 

 全体 51.0 44.8 2.6 0.1 

 

小学校 53.5 43.1 2.3 0.1 

中学校 49.0 46.1 2.8 0.1 

高等学校 43.4 50.4 4.4 0.9 

 
お子さんが、規則正しい生活を送ることができるよう声かけしていますか。 

対象 している 
どちらかといえば、

している 

どちらかといえば、

していない 
していない 

 全体 59.5 37.2 2.1 0.2 

 

小学校 63.2 34.1 1.8 0.1 

中学校 56.3 39.9 2.5 0.4 

高等学校 51.3 46.0 1.8 0.0 

 
一日の出来事についてお子さんから話を聞いていますか。 

対象 聞いている 
どちらかといえば、

聞いている 

どちらかといえば、

聞いていない 
聞いていない 

 全体 50.1 40.3 7.5 1.0 

 

小学校 53.7 39.8 5.0 0.5 

中学校 46.6 40.7 10.1 1.4 

高等学校 44.2 43.4 8.8 2.7 

 
 
  

成果指標 

Pick Up ! 

Pick Up ! 

Pick Up ! 
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家庭における基本的生活習慣 

・保護者に対するアンケートにおいて、子どものよい表れを見つけてほめていると回答した肯定的

な割合は 95.8 パーセント、規則正しい生活を送ることができるよう声をかけている割合は 96.7 パ

ーセントに達しています。また、子どもの話を聞いている割合も全体で 90.4 パーセントとなって

おり、各家庭において日常的なコミュニケーションが図られています。学校側からも基本的生活習

慣に関する働きかけが 84.7 パーセント、情報通信機器の使い方に関する働きかけが 72.2 パーセン

トの割合で実施されており、学校と家庭が連携した取り組みが定着しています。 

 

多様なニーズに応じた家庭教育支援の着実な展開 

・いじめの未然防止や人権意識の育成、食育に関する啓発資料の配布など、関係各課が連携して計

画通りに支援事業を実施しました。特に青少年の健全育成に関する保護者向けの講座は、地域の要

望に対して 100 パーセントの実施率となる 45 件を開催しました。現場のニーズを的確に把握し、

それに応える講師を発掘するなど、各家庭の教育力向上を後押しする学習機会や情報提供の体制が

整ってきています。 

 

 

 

 

啓発資料や学習講座の実効性と満足度の向上 

・市や教育委員会、学校から配布される資料や家庭教育に関する講座が、子育てをするうえで参考

になったと回答した保護者の割合は全体で 56.6 パーセントにとどまっています。約半数の保護者

にとって、提供された情報が実際の悩み解決などの参考となっていない現状があります。今後は、

子育て世代が真に求めている情報をより詳細に把握するとともに、デジタルツールを活用した効果

的な配信方法を工夫するなど、情報発信の実効性と満足度を高める取り組みが必要です。 

 

社会性や自立心を育む幅広い視点からの働きかけの充実 

・学校から保護者に対する家庭教育の向上に向けた働きかけにおいて、家族の一員としての在り方

に関することは 29.9 パーセント、地域行事やボランティア活動への参加に関することは 29.2 パー

セントと低い水準にとどまっています。子どもたちの豊かな社会性や自立心を育むためには、家庭

内での基本的な生活習慣の指導だけでなく、地域社会との関わり方など、より幅広い視点から家庭

教育を捉え、保護者へ働きかけていくことが課題となります。 

 

 
  

    
課 題 

    
成 果 
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 目標値 R7 年度 

放課後児童会の定員数 
小学校該当児童

100% 
小学校該当児童 

100.3％ 
 
≪取組状況調査結果≫ 評価：Ｓ…計画より進んでいる Ａ…計画どおり Ｂ…遅れている Ｃ…未実施 －…年度内算定不可 
 
■取組１ 放課後児童会の運営支援 

取組内容 評価 担当 

学校施設等の活用検討 A 学校・地域連携課 

民間事業者の参入促進 A 学校・地域連携課 

支援員等の質的向上に向けた支援 A 学校・地域連携課 

事業者への児童会運営への指導・助言 A 学校・地域連携課 

 

■取組２ こどもの居場所づくりに向けた支援 

取組内容 評価 担当 

「放課後子供たちの居場所づくり事業」への補助 A 学校・地域連携課 

「放課後子供教室」の実施 A 学校・地域連携課 

 
  

施策４ 放課後の居場所づくり 

成果指標 
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放課後児童会の受け皿の拡大 

・放課後児童会の定員数において、小学校該当児童に対する割合が 100.3 パーセントとなり、目標

値を上回っています。待機児童のいる小学校区において幼稚園の空き教室を活用した新たな児童会

を開設したほか、ホームページを通じた民間事業者への制度周知と開設相談への個別対応により、

児童会の新規開設につなげています。また、未開設地区の実情を踏まえて少人数でも放課後子供教

室を開設できるよう要件を見直すなど、地域ニーズに合わせた柔軟な居場所づくりが進んでいます。 

 

安全な運営体制の構築 

・公設民営の児童会に対しては全施設への現地モニタリングを実施し、安全計画や避難確保計画の

作成状況などを確認しています。また、民設民営の新設児童会６カ所に対しても現地訪問を行い、

書類の改善指導や意見交換を実施しました。さらに、児童の発達支援や児童虐待をテーマとした研

修会を全４回実施するとともに、県などが主催する研修の受講も積極的に促すなど、放課後の居場

所における安全管理と支援員の質的向上が着実に図られています。 

 

 

 

 

 

 

地域ごとの需要に応じた整備 

・今後も地域ごとの児童数や需要を把握し、学校施設などのさらなる有効活用や、民間事業者の参

入促進を図る必要があります。地域間の偏りを解消し、希望するすべての児童が安心・安全に過ご

せる放課後の居場所を確保するための継続的な取り組みが求められます。 

 

放課後の居場所の拡充 

・放課後子供たちの居場所づくり事業に対する奨励金２事業者に行ったものの、民間団体や地域住

民のさらなる参画が期待されます。子どもたちにとって多様で豊かな放課後の選択肢を提供するた

めには、学校運営協議会などを通じた制度の周知活動をいっそう強化する必要があります。また、

地域の実情に応じた小規模な居場所の立ち上げなどに対しても、行政として丁寧な伴走支援を行っ

ていくことが今後の課題です。 
 
  

    
課 題 

    
成 果 
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第３章 有識者の分析 

 
 

日本女子大学 人間社会学部 教授 山下 絢 氏 

                                           

第４次浜松市教育総合計画・実態把握調査の結果概要 

－理念・コンセプト・目指す姿を中心に－ 

 

【要約】 

(1)学校段階による変化について 

学校生活への評価は概ね肯定的だが、学年が上がるにつれて肯定感や意見表明の割合が

低下する傾向にある。 

(2)不登校（30 日以上の欠席）について 

不登校はだれもが当事者になり得ると言われるが、実際には家庭の所得階層などと関連

し、偏在している。(3)睡眠リズムの影響について：学校段階にかかわらず就寝リズムの安

定に課題があり、また、不登校層では睡眠のリズムの不規則が顕著である。 

 

1．主たる分析結果 

(1)保護者からみた学校生活への評価 

①登校期待感：学校段階が上がるほど強い肯定は低下 

子どもが学校を楽しみにしているかについては、いずれの学校段階でも肯定的回答が

多数を占めた。ただし、「当てはまる」は小学校 42.8％、中学校 35.0％、高校 33.6％

と低下しており、学校段階が上がるほど強い肯定は弱まる傾向がみられる。 

 

②教師による承認：高校段階で強い肯定が大きく低下 

教師が子どものよいところを認めているかについても肯定的回答は多いが、「当ては

まる」は小学校 54.3％、中学校 44.4％、高校 24.5％と低下した。特に高校では、強い

肯定よりも「どちらかといえば当てはまる」に回答が集中している。 

 

③学校への信頼：子どもの様子と教師との関係が最大の理由 

学校を信頼する理由としては、「子どもが生き生きとして学校に通っている」が約 65％

で最も多く、次いで「教師が、わが子のことをよく理解している」が約 56％であった。

学校への信頼は、子どもの日々の様子や教師との関係を通じて形成されている。 

 

(2)児童生徒からみた自己認識と学校生活 

①将来展望：肯定的回答は多いが強い肯定は低下 

将来の夢や目標については、肯定的回答が全体の約８割を占めた。一方、「当てはま

る」は小学校 57.5％、中学校 36.0％、高校 32.7％と低下しており、学校段階が上がる

につれて将来展望への強い肯定は弱まっている。 

 

②自己肯定感・教師承認：全体として高い水準 

自己肯定感は小学校 88.4％、中学校 85.9％、高校 89.3％と、いずれの学校段階でも高

かった。教師が自分のよいところを認めているかについても、肯定的回答は小学校

92.8％、中学校 93.9％、高校 89.0％と高い水準にある。 
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③意見表明：学校段階が上がるほど低下 

学校生活に関する要望を先生や学校の大人に「伝えている」は全体で 15.6％と低調で

あった。肯定的回答も小学校 45.8％、中学校 43.8％、高校 32.0％と低下しており、子

どもが意見や要望を表明しやすい環境づくりには課題がある。 

 

(3)社会経済的背景の視点から 

①学校生活の評価は親学歴と関連(小学校) 

小学校段階では、親の学歴が高いほど学校生活を肯定的に評価する傾向が確認された。 

一方、中学校・高校では同様の関連は明確ではなく、世帯年収との関連も一貫してい

なかった。 

 

②不登校と所得階層による差がみられる(中学校) 

学校段階では、親大卒者数や世帯年収と不登校との明確な関連は確認されなかった。

一方、中学校段階では、世帯年収との関連が示された。 

 

(4)不登校に関わる要因 

①欠席日数：中学校で長期欠席の割合が相対的に高い 

欠席日数は、すべての学校段階で「1～5 日」が最も多かった。一方、「30 日以上」は

中学校で 5.6％と最も高く、中学校段階では長期欠席に該当する層がやや多い傾向がみ

られる。 

 

②児童生徒調査から：自己肯定感・教師承認・生活リズムが関連 

小学生では、「自分にはよいところがある」と「起床時刻の規則性」が不登校のなり

やすさ（オッズの低さと有意に関連していた。中学生では、これらに加えて教師の承

認ことも有意に関連していた。 

 

③保護者調査から：不登校になる可能性は同じではなく、所得階層によって偏在 

保護者調査では、小学生では有意な関連は確認されなかったが、中学生では、世帯所

得の高さ、教師の肯定的承認が、不登校のなりやすさ（オッズ）の低さと関連してい

た。 

 

(5)睡眠 

①睡眠の規則性：就寝リズムに課題 

同じ時刻に起床している割合は小学校 56.4％、中学校 58.4％で大きな差はみられなか

った。一方、同じ時刻に就寝時している割合は小学校 42.0％、中学校 40.4％にとどま

り、就寝リズムの安定に課題がある。 

 

②不登校との関連：不登校層では生活リズムが不安定 

不登校の児童生徒では、同じ時刻に起床している割合が 31.3％、同じ時刻に就寝して

いる割合が 24.7％にとどまり、不登校でない児童生徒より低かった。生活リズムの乱

れと不登校との関連が示唆される。 
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③メディア利用との関連：長時間利用ほど規則性が低い 

スクリーンタイムが長いほど、起床・就寝時刻の規則性は低い傾向にある。特に３時

間以上使用する層では、同じ時刻に就寝している割合が 33.4％にとどまり、長時間の

メディア利用は就寝リズムの不安定さと関連している。 

 

 

2．各分析結果 
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3．使用データ 

 

【調査名】第４次浜松市教育総合計画「実態把握調査」 

【調査方法】web 調査 

【調査主体】浜松市教育委員会 

【調査時期】2026 年２月 

【調査対象】①児童生徒（市内の小学５年、中学２年、高校２年） 

      ②保護者（対象児童の保護者） 

 

保護者調査の回収状況  小学校 中学校 高等学校 合計 

 回答数 1,532 1,415 113 3,060 

 対象児童生徒 6,519 6,596 371 13,486 

 回答率 23.5% 21.5% 30.5% 22.7% 

児童生徒調査の回収状況  小学校 中学校 高等学校 合計 

 回答数 5,806 5,675 300 11,781 

 対象児童生徒 6,519 6,596 371 13,486 

 回答率 89.1% 86.0% 80.9% 87.4% 

 

4．今後の調査上の課題 

(1)児童生徒 ID の欠損 

保護者調査における児童生徒調査の ID が多く、児童生徒調査データとの接続ができなかっ

た。今後は、保護者調査における児童生徒 ID の欠損を減らしていくことが課題である。 

 

(2)家計状況について 

教育格差の是正の視点からは、所得状況に加えて、就学援助を受けているか否かが把握で

きればより理想的であり、今後の課題である。 

 

(3)中山間地域等について 

今回の調査データからは、中山間地域であるか否かは特定できず、データから中山間地域

の教育実態を明らかにすることはできなかった。 

 

(4)複数回の回答 

今回の調査では、複数回答が数件あった。今回は、複数回答がある場合は、最初に回答し

たものを分析対象とした。今後は、複数回答ができないような設定が必要である。 

 

（山下 絢） 
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国立教育政策研究所 教育政策・評価研究部 副部長 卯月 由佳 氏 
                                                                                                                        
 

不登校児童生徒、外国人児童生徒及び個別の支援計画を作成している児童生徒の       

「困難さ」―浜松市令和７年度「実態把握調査」の分析― 

 

１．はじめに 

 第４次浜松市教育総合計画では、政策２として「多様なニーズに対応した学びや支援の

充実」を掲げられている。個々のこどもがそれぞれ異なるため、多様なこどもたちを包摂

する学校教育環境は、特定の背景や特性をもつこどもたちに限らず、すべてのこどもたち

にとって求められていることだろう。しかし、特に大きな困難を抱えていると想定される

こどもたちへの対応も重要であり、ときとしてそれが優先的な課題となる場合もある。そ

のため総合計画の中の政策２では、特別な支援を必要とするこども、不登校児童生徒、外

国につながるこどもへの対応が特筆されている。 

 本稿には、浜松市の教育において多様性の包摂を目指す観点から、「不登校児童生徒、

外国人児童生徒及び個別の支援計画を作成している児童生徒が、他の児童生徒に比べてど

んなことに「困難さ」を感じているか」をデータ分析に基づいて明らかにすることが求め

られている。実は、本稿で使用するデータからは、児童生徒本人が実際に「困難さ」を「感

じているか」、つまり主観的に「困っているか」まではわからないと言わざるを得ない。

とはいえ、このことは本稿の分析にとって問題ではない。客観的には「困難さ」を経験し

ているように見える人々のほうが、その状況に慣れてしまっているために、主観的には困

っていないこともある。それに対して政策立案においては、本人が主観的に困っていない

場合には「困難さ」への対応は不要であるとみなす考え方が、包摂の観点からは不十分で

あると指摘されている。特に、教育の包摂性を検討する際には、本人の主観だけでなく、

実際にどのような「困難さ」を経験しているのかを把握する視点が重要となる。そのため、

本稿において「困難さ」の経験そのものを把握することには意義があると考えられる。 

本稿は、一般的に良好な状況を示すと捉えられる回答が、他の児童生徒に比べて不登校

児童生徒、外国人児童生徒及び個別の支援計画を作成している児童生徒で得られにくい場

合に、それらの児童生徒に特有の「困難さ」が生じているものと解釈する。そしてどのよ

うな面で「困難さ」が生じているかを明らかにした上で、「上記「困難さ」を和らげるた

めに、市や学校において必要な施策・取組とその方向性」及び「その他調査結果から見え

る成果と今後の課題等」について検討する。 

 

2．データと分析方法 

 本稿の分析には、浜松市教育委員会が令和７年度（令和８年２月）に実施した第４次浜

松市教育総合計画「実態把握調査」のうち、児童生徒を対象とした調査（以下、「児童生

徒調査」とする）のデータを用いる。分析対象は、教育委員会が所管する小学校と中学校

の児童生徒である。「実態把握調査」の対象には高等学校も含まれるが、回答した高校生

徒数 300 人のうち、不登校生徒は０名、外国人生徒は２名、個別の支援計画を作成してい

る生徒は０名であった。そのため、本稿の課題については高校に関する統計的分析が不可

能となっている。 

 教育委員会から提供を受けた児童生徒調査のデータセットには、基本的に一つの児童生

徒 ID ごとに１件のデータが保存され、小学校で 5,808 件、中学校で 5,677 件のデータが保

存されている。しかし、その中には２件以上のデータが保存されている児童生徒 ID が小学

校で二つ（各 ID について２件のデータ）、中学校で一つ（3 件のデータ）含まれていた。

そこで、それらの ID についてはいちばん上の行に保存されているデータ以外を削除するこ

とにした（回答の時間的順序は不明のため、機械的な判断である）。その結果、分析の有
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効サンプルに含まれる児童生徒数は小学校 5,806 人、中学校 5,675 人である。そのうち、

不登校児童生徒は小学校で 55 人（1.0%）、中学校で 92 人（1.6%）、外国人児童生徒は小

学校で 176 人（3.0%）、中学校で 176 人（3.1%）、個別の支援計画を作成している児童生

徒は小学校で 322 人（5.6%）、148 人（2.6%）である。 

 児童生徒調査のすべての質問項目（以下、「項目」とする）について、当てはまる番号

を選択する形で回答を得ている。そのため、分析に用いる変数はすべてカテゴリカル変数

である。一つの項目を例外に（後述）すべての項目で、肯定的な回答（「当てはまる」「思

う」「できている」「している」等、あるいは複数回答における選択）が行われている場

合に、児童生徒の自己認識や学習と生活の状況などについて、一般的には良好と捉えられ

るものとみなせる。全体的に概観すると、不登校児童生徒、外国人児童生徒及び個別の支

援計画を作成している児童生徒は、多くの項目でそうした肯定的な回答を行う割合が統計

的に有意に低い傾向がある1。その傾向は、とりわけ不登校児童生徒で、続いて個別の支援

計画を作成している児童生徒に顕著である。 

しかし、統計的に有意な差があることは、必ずしも実質的に意味のある大きな差がある

ことを示すとは限らない。現状の課題を把握するために本稿が着目したいのは、不登校児

童生徒、外国人児童生徒及び個別の支援計画を作成している児童生徒が、それぞれ特にど

のような面で「困難さ」を経験しているかである。そのため、どのような項目の回答で特

に大きな差が生じているか明らかにしたい。その手順として、まず、各項目について最も

肯定的な回答を行った割合について、不登校児童生徒とその他の児童生徒の差、外国人児

童生徒とその他の児童生徒の差、個別の支援計画を作成している児童生徒とその他の児童

生徒の差を、それぞれ小学校と中学校の別に算出する。その結果、本稿が着目する各グル

ープの児童生徒において、その他の児童生徒に比べて最も肯定的な回答の割合が 30 ポイン

ト又は 20 ポイント少ない項目を抽出する。これらの大きな差が見られる項目で、特に「困

難さ」が経験されているものと解釈する。児童生徒調査の項目に対し、全体としては肯定

的な回答が多い中で、最も否定的な回答の割合よりも、最も肯定的な回答の割合において

グループ間の差が生じる項目も多いため、上述の方法で項目を取捨選択する。 

例外は、「40. あなたは、ふだん（学校のある日）、１日のうち何時間程度、携帯（け

いたい）電話やスマートフォン、タブレット等を使っていますか」という項目である。こ

れについては、「３時間以上」「３時間より少なく、２時間以上」「２時間より少なく、

１時間以上」「１時間より少ない」「全く使っていない」の五つの選択肢で回答を得てお

り、良好とは言えない「３時間以上」の回答においてグループ間で統計的に有意な差が見

られることが判明している。そのため、「３時間以上」の回答の割合に着目する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1 すべての項目をそれぞれ被説明変数とし、不登校児童生徒か否か、外国人児童生徒か否か、個別の支援計画を作成して

いる児童生徒か否かをそれぞれ説明変数とする二重クロス表を作成した結果、多くの場合は想定される方向で関連が見ら

れ、カイ 2 乗検定によればその関連は 5％水準で統計的に有意であった。具体的には、不登校児童生徒か否かと個別の支

援計画を作成している児童生徒か否かでは 7 割以上の項目が、外国人児童生徒か否かのクロス表では 4 割前後の項目が

統計的に有意な関連を示した。 
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3. 分析結果 

3.1. 「困難さ」の全体像 

 上述の手順により分析した結果、本稿が着目する各グループにおいて「困難さ」を示唆

する項目を、不登校児童生徒については表１に、外国人児童生徒については表２に、個別

の支援計画を作成している児童生徒については表３にそれぞれ示す。三つの表を見比べる

と、「困難さ」を示唆する項目の数が最も多いのは、小学校と中学校ともに不登校児童生

徒である。表２と表３からは、外国人児童生徒と個別の支援計画を作成している児童生徒

では、学校を楽しいと思う場面や放課後や週末の活動の一部で「困難さ」が生じているこ

とが示されるのに対し、表１からは不登校児童生徒の「困難さ」が多岐にわたる領域で生

じていることが示される。紙幅の都合により具体的な項目を挙げることは省略するため、

表１から表３を参照してほしい。 

 表１から表３を通じ、本稿が着目するすべてのグループで（少なくとも小学校と中学校

のどちらかで）、体験学習と行事に「困難さ」が生じている可能性が示唆される。表４に

示すとおり、全体では過半数の児童生徒が学校を楽しいと思う場面として体験学習と行事

を挙げている。教職員にとっても、大部分の児童生徒が体験学習と行事に楽しみや充実感

を感じているように見え、それらを通じた児童生徒の成長を喜ばしく思うことが多いと考

えられる。学校教育を全体として捉える限りにおいては、その評価が概ね適切であること

がデータによっても裏付けられる。しかし、学校を楽しいと思う場面として体験学習と行

事を挙げる児童生徒の割合が、本稿が着目するグループでは、中学校の外国人児童生徒を

除き、半分以下に留まる。このことは、学校教育の包摂性の観点で課題となる。 

 

3.2 不登校児童生徒における「困難さ」 

 表５は、表１で（少なくとも小学校と中学校のどちらかで）示された不登校児童生徒に

おける様々な「困難さ」の一部について、小学校と中学校の別に回答の分布を示したもの

である。まず、「自分には、よいところがあると思いますか」という項目は自尊感情を表

し、それをもつことは児童生徒の誰にとっても基本的に重要なことである。にもかかわら

ず、不登校児童生徒は他の児童生徒に比べて「当てはまる」と回答する割合が低い。「ど

ちらかといえば、当てはまる」を合わせれば、小学校では 80％、中学校では 61％の不登校

児童生徒が自尊感情をある程度はもっていると言えるが、その他の児童生徒に比べれば自

尊感情を高く保つ上で「困難さ」が生じている。「当てはまる」と回答する割合に着目し

た際には、中学校では不登校児童生徒とその他の児童生徒の差が小学校に比べて小さかっ

たが、「当てはまらない」と回答する割合で見れば、中学校のほうが不登校児童生徒の自

尊感情にはより大きな「困難さ」が生じている。 
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表１ 不登校児童生徒において「困難さ」を示す項目 

 
 

 「学級の友達（生徒）との間で話し合う活動を通じて、自分の考えを深めたり、新たな

考え方に気付いたりすることができていますか」及び「ICT 機器を活用することで、友達

と協力しながら学習を進めることができていると思いますか」という質問は、どちらも児

童生徒の対話や協働を通じた学びの状況について尋ねている。表１では「確かな学力の育 

成」に関する多くの項目において不登校児童生徒の「困難さ」が明らかとなったが、対話

や協働を通じた学びについても不登校児童生徒は「困難さ」を経験している。 

小学校
30ポイント以上差がある項目

6_5. 体験学習（宿泊を伴う活動を含む）［6. どのようなときに、学校は楽しいと思いますか］
32. 毎日、同じくらいの時刻（じこく）に起きていますか
38. ICT機器を活用することで、友達と協力しながら学習を進めることができていると思いますか
40. あなたは、ふだん（学校のある日）、１日のうち何時間程度、携帯（けいたい）電話やスマートフォン、タブレッ
ト等を使っていますか
51. 学校や学校以外で身の回りに危険（きけん）なことが起こった時、どのようにひなんしたり、身を守ったりしたら
よいか知っていますか

20ポイント以上差がある項目
2. 自分には、よいところがあると思いますか
6_2. 友達と話し合いながら進める学習［6. どのようなときに、学校は楽しいと思いますか］
6_6. タブレットパソコンを使った学習［6. どのようなときに、学校は楽しいと思いますか］

 10. 分からないことやくわしく知りたいことがあったときに、自分で学び方を考え、工夫することはできていますか
 15. 家庭では、自分で決めた時間に勉強していますか

16. 授業では、自分で決めたことを最後までねばり強くやりとげるようにしていますか
17. 授業では、「知りたい」「分かりたい」「できるようになりたい」と思って学習に取り組んでいますか
18. 授業では、見通しをもって活動したり、ふり返ったことを次に生かしたりしていますか
19. 学級の友達との間で話し合う活動を通じて、自分の考えを深めたり、新たな考え方に気付いたりすることができて
いますか
28. 体育の授業以外で、平均して1日に1時間以上、運動（体を動かす遊び、登下校の時間をふくむ）やスポーツをして
いますか
30. 食事のときは、マナーを守り、自分に合った量を栄養のバランスよく食べることを意識していますか
37. ５年生までに受けた授業で、自分の考えを発表する機会では、自分の考えがうまく伝わるよう、資料や文章、話の
組立てなどを工夫して発表していましたか
42. 学級をより良くするために何かしてみたいと思いますか
43. 学校をより良くするために何かしてみたいと思いますか
44. キャリア・パスポートを活用して、自分の内面の成長をふり返ることができていますか
47. 自分が学びたいことやできるようになりたいことに挑戦（ちょうせん）する機会・場所がありますか
50. 自分たちの安全を守ってくれている人や場所があることを知っていますか
55_5. 習い事（スポーツに関する習い事を除く）をしている［55. あなたは放課後や週末に何をして過ごすことが多い
ですか］
55_6. スポーツ（スポーツに関する習い事を含む）をしている［55. あなたは放課後や週末に何をして過ごすことが多
いですか］
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表１ 不登校児童生徒において「困難さ」を示す項目（続き） 

 
 

表 2 外国人児童生徒において「困難さ」を示す項目

 
 

特に中学校の不登校生徒では、対話を通じて学ぶような活動を行っていない割合も 21％

と高い。 

不登校児童生徒の生活において、運動やスポーツをする時間の確保に「困難さ」が生じ

ているとともに、携帯電話やスマートフォン、タブレット等の使用時間の制限に「困難さ」

が生じている。それぞれ「健やかな心身の育成」や「情報活用能力の育成」の観点での課

題だと言える。また、不登校児童生徒の「困難さ」としてあまり注目されてこなかったか

もしれないが、「学校安全の推進」により児童生徒が通常習得する、危険から身を守るた

めの知識を得る機会が、不登校児童生徒には不足している可能性も示された。 

中学校
30ポイント以上差がある項目

6_5. 体験学習（宿泊を伴う活動を含む）［6. どのようなときに、学校は楽しいと思いますか］
6_9. 行事［6. どのようなときに、学校は楽しいと思いますか］
6_11. 部活［6. どのようなときに、学校は楽しいと思いますか］
28. 体育の授業以外で、平均して1日に1時間以上、運動（体を動かす遊び、登下校の時間をふくむ）やスポーツをして
いますか
40. あなたは、ふだん（学校のある日）、１日のうち何時間程度、携帯（けいたい）電話やスマートフォン、タブレッ
ト等を使っていますか

20ポイント以上差がある項目
6_2. 友達と話し合いながら進める学習［6. どのようなときに、学校は楽しいと思いますか］
6_8. 休み時間［6. どのようなときに、学校は楽しいと思いますか］
6_10. 給食［6. どのようなときに、学校は楽しいと思いますか］
17. 授業では、「知りたい」「分かりたい」「できるようになりたい」と思って学習に取り組んでいますか
19. 学級の友達との間で話し合う活動を通じて、自分の考えを深めたり、新たな考え方に気付いたりすることができて
いますか
27. 体を動かすことが好きですか
30. 食事のときは、マナーを守り、自分に合った量を栄養のバランスよく食べることを意識していますか
32. 毎日、同じくらいの時刻（じこく）に起きていますか
38. ICT機器を活用することで、友達と協力しながら学習を進めることができていると思いますか
42. 学級をより良くするために何かしてみたいと思いますか
46. こまりごとや不安がある時に、先生や学校にいる大人にいつでも相談できますか
50. 自分たちの安全を守ってくれている人や場所があることを知っていますか
53. 家の人や地域（ちいき）の方から学ぶことは、自分のためになると思って学習に取り組んでいますか
55_4. 学習塾など学校や家以外の場所で勉強している［55. あなたは放課後や週末に何をして過ごすことが多いです
か］
55_6. スポーツ（スポーツに関する習い事を含む）をしている［55. あなたは放課後や週末に何をして過ごすことが多
いですか］

小学校
20ポイント以上差がある項目

6_5. 体験学習（宿泊を伴う活動を含む）［6. どのようなときに、学校は楽しいと思いますか］
6_9. 行事［6. どのようなときに、学校は楽しいと思いますか］

中学校
30ポイント以上差がある項目

55_9. 学校の部活動に参加している［55. あなたは放課後や週末に何をして過ごすことが多いですか］
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表 3 個別の支援計画を作成している児童生徒において「困難さ」を示す項目 

 
 

表 4 学校を楽しいと思う場面として、体験学習又は行事を選択する割合 

 
 

4．今後の施策・取組に向けて 

 不登校児童生徒、外国人児童生徒及び個別の教育支援計画を作成している児童生徒に着

目すると、学校教育において全体としては成果を上げている取組であっても、一部の児童

生徒にとっては「困難さ」につながっている可能性が示唆された。この点で学校教育の包

摂性を高めるためには、当事者の声を聞くことの重要性を改めて強調する必要があるだろ

う。本稿では、３つのグループに共通して体験学習と行事における「困難さ」が生じてい

ることが示されたが、不登校児童生徒、外国人児童生徒、個別の教育支援計画を作成して

いる児童生徒がそれぞれ経験している「困難さ」の性質は異なる可能性もある。それぞれ

の「困難さ」を具体的に理解しなければ、包摂性の向上には限界があり、また具体的に理

解するには、当事者に話を聞いてみることが不可避だと考えられる。 

 学校教育の包摂性を高める上で、とりわけ不登校児童生徒が最も多くの「困難さ」を抱

えていることが明らかになった。もっとも、学校生活上の「困難さ」の蓄積が不登校につ

ながっている側面も否定できないため、こうした分析結果に驚きはないかもしれない。し

かし、本稿の分析の意義は、不登校児童生徒が抱える「困難さ」を、個々の児童生徒の属

性や適応上の問題に還元して理解する見方に再考を促す点にある。各学級・各学校では、

不登校はしばしば個別的な課題として把握されてきたかもしれない。しかし、本稿の分析 

表５ 不登校児童生徒において「困難さ」が生じている項目の一部についての回答分布結

果からは、多くの不登校児童生徒に共通して見られる「困難さ」の背景に、学校教育の包

摂性の低さが存在している可能性が示唆される。 

 

小学校
20ポイント以上差がある項目

6_2. 友達と話し合いながら進める学習［6. どのようなときに、学校は楽しいと思いますか］
6_5. 体験学習（宿泊を伴う活動を含む）［6. どのようなときに、学校は楽しいと思いますか］
6_9. 行事［6. どのようなときに、学校は楽しいと思いますか］

中学校
30ポイント以上差がある項目

6_5. 体験学習（宿泊を伴う活動を含む）［6. どのようなときに、学校は楽しいと思いますか］
6_9. 行事［6. どのようなときに、学校は楽しいと思いますか］
55_9. 学校の部活動に参加している［55. あなたは放課後や週末に何をして過ごすことが多いですか］

20ポイント以上差がある項目
6_2. 友達と話し合いながら進める学習［6. どのようなときに、学校は楽しいと思いますか］
6_8. 休み時間［6. どのようなときに、学校は楽しいと思いますか］
55_4. 友達と遊んでいる［55. あなたは放課後や週末に何をして過ごすことが多いですか］

体験学習 n(人） n(人）
全体 73% 5806 69% 5675
不登校児童生徒 42% 55 35% 92
外国人児童生徒 47% 176 50% 176
個別の支援計画を作成している児童生徒 50% 322 39% 148

行事
全体 58% 5806 72% 5675
不登校児童生徒 40% 55 40% 92
外国人児童生徒 34% 176 59% 176
個別の支援計画を作成している児童生徒 33% 322 43% 148

小学校 中学校



94 

 

 
 

 不登校児童生徒には、家庭内で過ごす時間の比重が高いこととも関連すると考えられる、

心身の育成や学力向上に適した生活・学習を継続する上での「困難さ」が見られた。この

ことを踏まえると、直ちに学校復帰を求めることが難しい場合には、学校外における多様

な教育機会を保障することの重要性は大きい。 

しかし同時に、本稿の分析からは、不登校児童生徒が対話や協働を通じて学ぶ上でも「困

難さ」を経験していることが示された。対話や協働を通じた学びの機会を学校以外で十分

に保障することは、必ずしも容易ではないと考えられる。その意味で、不登校児童生徒に

とって、学校教育の包摂性が高まり、学校がより通いやすく参加しやすい場へと変化して

いくことの意義は大きい。            

 （卯月 由佳） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当てはまる
どちらかとい
えば、当ては

まる

どちらかとい
えば、当ては

まらない

当てはまら
ない

当てはまる
どちらかとい
えば、当ては

まる

どちらかとい
えば、当ては

まらない

当てはまら
ない

不登校児童生徒 18% 62% 16% 4% 28% 33% 28% 11%
その他の児童生徒 46% 43% 8% 3% 41% 45% 10% 3%

当てはまる
どちらかとい
えば、当ては

まる

どちらかとい
えば、当ては

まらない

当てはまら
ない

学級の友達と
の間で話し合
う活動を行っ

ていない

当てはまる
どちらかとい
えば、当ては

まる

どちらかとい
えば、当ては

まらない

当てはまら
ない

学級の生徒と
の間で話し合
う活動を行っ

ていない
不登校児童生徒 31% 43% 17% 4% 6% 22% 36% 11% 10% 21%
その他の児童生徒 51% 38% 8% 2% 1% 44% 46% 8% 2% 1%

思う
どちらかとい
えば、思う

どちらかとい
えば、思わな

い
思わない 思う

どちらかとい
えば、思う

どちらかとい
えば、思わな

い
思わない

不登校児童生徒 23% 42% 25% 11% 20% 47% 16% 17%
その他の児童生徒 54% 36% 7% 2% 47% 42% 9% 3%

している
（１時間以

上）

どちらかとい
えば、してい
る（30分〜１

時間）

どちらかとい
えば、してい
ない（30分未

満）

全くして
いない

している
（１時間以

上）

どちらかとい
えば、してい
る（30分〜１

時間）

どちらかとい
えば、してい
ない（30分未

満）

全くして
いない

不登校児童生徒 26% 28% 30% 15% 25% 33% 26% 16%
その他の児童生徒 50% 29% 17% 4% 61% 20% 13% 6%

３時間以上
３時間より
少なく、
２時間以上

２時間より
少なく、
１時間以上

1時間より
少ない

全く使って
いない

３時間以上
３時間より
少なく、
２時間以上

２時間より
少なく、
１時間以上

1時間より
少ない

全く使って
いない

不登校児童生徒 57% 15% 11% 11% 6% 71% 18% 10% 1% 0%
その他の児童生徒 27% 21% 26% 20% 6% 40% 29% 22% 8% 1%

知っている
どちらかとい
えば、知って

いる

どちらかとい
えば、知らな

い
知らない 知っている

どちらかとい
えば、知って

いる

どちらかとい
えば、知らな

い
知らない

不登校児童生徒 38% 44% 13% 5% 37% 51% 10% 2%
その他の児童生徒 69% 26% 3% 1% 53% 39% 6% 2%
注：サンプルサイズは小学校の不登校児童生徒が55（人）、その他の児童生徒が5751（人）、中学校の不登校児童生徒が92（人）、その他の児童生徒が5583（人）。

51. 学校や学校以外で身の回りに危険（きけん）なことが起こった時、どのようにひなんしたり、身を守ったりしたらよいか知っていますか

小学校 中学校

  40. あなたは、普段（学校のある日）、１日のうち何時間程度、携帯電話やスマートフォン、タブレット等を使っていますか

2. 自分には、よいところがあると思いますか

19. 学級の友達（生徒）との間で話し合う活動を通じて、自分の考えを深めたり、新たな考え方に気付いたりすることができていますか

38. ICT機器を活用することで、友達と協力しながら学習を進めることができていると思いますか

28. 体育の授業以外で、平均して1日に1時間以上、運動（体を動かす遊び、登下校の時間をふくむ）やスポーツをしていますか
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愛媛大学大学院 教育学研究科 教授 露口 健司 氏 

                                             
  

浜松市における児童生徒と教員の主観的 well-being 

 

1. 目的と研究課題 

 本稿の目的は、浜松市における児童生徒と教員のウェルビーイングの内部構造と関連構

造を調査データから計量的に把握し、ウェルビーイング政策に対する示唆を提示すること

にある。児童生徒と教員の主観的 well-being の構造を整理した上で、以下の５点の研究課

題の解明を試みる。すなわち、①不登校は主観的 well-being と関係しているのか。②不登

校選択の影響は児童生徒間で均一か。③児童生徒が所属する学校・学級は、主観的

well-being と関係しているのか。④児童生徒と教員の主観的 well-being は教職キャリア

の影響を受けるのか。⑤児童生徒と教員の主観的 well-being は相関関係にあるのか。 

 

2. 児童生徒と教員の主観的幸福感の構造 

2.1 児童生徒の主観的 well-being の構造 

 今回調査(小中学生データに限定)では、児童生徒の主観的 well-being を、Hedonic と

Eudaimonic の視点から整理する(Ryan & Deci, 2001)。Hedonic 視点では、幸福をポジティ

ブ感情の増大、ネガティブ感情の減少としてとらえる。学校生活における享楽性(楽しさ、

心地よさ)の優勢度と理解する。一方、Eudaimonic 視点では、潜在能力の充実・実現とし

てとらえる。学校生活における人間的成長や充実、意義深い目標追求の程度と理解する。 

Hedonic 視点に立ち、学校における楽しさを実感する場面として 11 項目を選択した。「q6

どのようなときに、学校は楽しいと思いますか」との設問に対する複数回答(選択=1,非選

択=0)を求め、カテゴリカル主成分分析を実施した。その結果、個人-集団の X 軸となる「協

調」次元、非快楽-快楽の Y 軸となる「享楽」次元が析出された(図１)。 

 

 
図１ 児童生徒の Hedonic の２次元構造 
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  また、Eudaimonic 視点では、主に授業・学習場面での積極的活動の状況を示す認知次元

(10-18 の 9 項目のカテゴリカル主成分分析; 成分負荷 0.568-0.775, α=0.872)、忍耐・自

己抑制・目標達成・再起等の社会情動的スキルの獲得状況を示す情動次元(1-5,21,48 の 7

項目のカテゴリカル主成分分析; 成分負荷 0.483-0.718, α=0.772)、運動・食・睡眠習慣

等の獲得状況を示す健康次元(27-32 の 6 項目のカテゴリカル主成分分析; 成分負荷

0.447-0.787, α=0.701)をそれぞれ設定した。５変数の平均値・標準偏差、相関マトリク

スを 

表 1 に示す。 

 

表 1 児童生徒の主観的 well-being: 記述統計量と相関マトリクス 

  M SD 協調 享楽 認知 情動 健康 

Hedonic 協調スコア 0.000 1.000 –     

享楽スコア 0.000 1.000 .250*** –    

Eudaimonic 認知スコア 0.000 1.000 .187*** .271*** –   

情動スコア 0.000 1.000 .256*** .205*** .636*** –  

健康スコア 0.000 1.000 .255*** .094*** .408*** .499*** – 

Note. N=11,485. *** p<.001.  

 

2.2  教員の主観的 well-being の構造 

 教員の主観的 well-being については、代理指標としてワーク・エンゲイジメントと教師

効力感を使用する。ワーク・エンゲイジメントの測定においては、Schaufeli & Bakker 

(2003)のユトレヒト・ワーク・エンゲイジメント尺度を参考に、浜松市の文脈を考慮した

上で３項目版を作成した。「没頭」が「誇りとやりがい」に修正されている。主成分分析(オ

ブリミン回転)の結果、１成分が抽出された(成分負荷 0.746-0.905, α=.794)。教師効力

感の測定においては、 浜松市の教師が担う職務の遂行状況について、21 項目を作成した。

主成分分析(オブリミン回転)の結果、３成分が抽出された。第 1 成分は、学習指導場面で

の指導・支援・工夫に関する 10 項目(1,2,6,7,8,9,10,16,23,27)であり「学習指導効力感(成

分負荷 0.746-0.905), α=.868」と命名する。第 2 成分は、地域社会とのかかわりや探究

的な学習の実施に関する 5 項目(13, 14, 19, 20, 26)であり「地域探究効力感(成分負荷

0.330-0.724, α=.792)」と命名する。第 3 成分は、情報モラル・いじめ・安全等の生活指

導上の指導に関する 6 項目(11, 12, 17, 18, 48, 51)であり「生活指導効力感(成分負荷

0.513-0.726,α=.776)」と命名する。これら４変数のいずれも標準化スコアを使用する。4

変数の平均値・標準偏差、相関マトリクスを表２に示す。 

 

表２ 教員の主観的 Well-being: 記述統計量と相関マトリクス 

 M SD WE 学習 地域 生活 

ワーク・エンゲイジメント 0.000 1.000 –    

学習指導効力感 0.000 1.000 .383*** –   

地域探究効力感 0.000 1.000 .170*** .384*** –  

生活指導効力感 0.000 1.000 .330*** .518*** .247*** – 

Note. N=1710. *** p<.001. 

 

 

 



97 

 

3. 不登校と主観的 well-being の関係(RQ1) 

 不登校選択は、児童生徒の主観的 well-being と関係しているのだろうか。不登校児童生

徒(n=147)とその他(n=11,338)のスコアを比較した結果を図２に示す(等分散性を仮定しな

い t 検定)。協調スコア(0.960SD)、認知スコア(0.965SD)、健康スコア(0.884SD)、情動ス

コア(0.670SD)、享楽スコア(0.236SD)であり、複数の変数で 1SD に迫る重大なインパクト

が確認されている。また、全変数の Cohen(d)効果量は「大(>0.8)」の水準に到達している。

本データでは、不登校と主観的 well-being の因果関係は十分説明できない。しかし、不登

校が原因・結果のいずれであっても、不登校選択の児童生徒が、身体的・精神的・社会的

に良い状態にあるとは考えられない。 

 

 

図２ 不登校と主観的 Well-being の関係 

 

4. 不登校選択の影響は児童生徒間で均一か(RQ2) 

 不登校選択の負の影響は、どの児童生徒も均一なのだろうか。統制変数を設定した分位

点回帰分析によってこの研究課題の解明に迫る。 

統制変数としては、外国ツール、個別支援計画、小学校ダミー、家庭関係(56)、教師関係

(46)、地域関係(50)、オンライン関係(小学校 36・中学校 40)、放課後・週末の過ごし方(55

の 9 項目)の 16 変数を設定した。 

分位点回帰分析では、q10、q25、q50、q75、q90 の 5 つのパーセンタイルを設定した。分

位点回帰分析を用いる理由は以下の３点である。第１は、正規分布の仮定を要しない点で

ある。本研究で使用する主観的 well-being の各スコアは正規分布ではなく、左右に歪んだ

分布となっている。第２は、分布の全体像を把握できる点である。最小二乗法回帰分析が

条件付き平均のみを推定するのに対し、分位点回帰は条件付き分布のさまざまな分位点を

個別に推定することができる。これにより、説明変数の効果が分布の下位・中位・上位で

異なるかどうかを検証できる。第３は、外れ値の影響を受けにくい点である。最小二乗法

推定量は外れ値に対して敏感であり、少数の極端な値が回帰係数を大きく歪める可能性が

ある。分位点回帰、特に中央値回帰は、残差の絶対値の加重和を最小化するため外れ値が

推定結果に与える影響を大幅に抑制できる。 

 主観的 well-being に対する不登校の影響を検証する 16 の統制変数を含めた分位点回帰

モデルを構築した。分析結果を表 3 に示す。統制変数の推定結果は省略している。 

 主観的 well-being の協調スコアについては、q50、q25、q10 において、不登校選択の負

の影響が顕著である。不登校選択は、協調スコア(体験学習、行事、協働・対話学習、休み

-0.960

-0.236

-0.965

-0.670

-0.884

0.012 0.003 0.012 0.009 0.011

-1.400
-1.200
-1.000
-0.800
-0.600
-0.400
-0.200
0.000
0.200

協調スコア

(d=.994)
享楽スコア

(d=1.000)
認知スコア

(d=.994)
情動スコア

(d=.997)
健康スコア

(d=.995)

不登校(n=147) その他(n=11338)
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時間等)が低位の児童生徒において、協調スコアをさらに低下させる。また、認知スコアに

ついては、q10、q25、q50、q75 において、不登校選択の影響が顕著である。不登校選択は、

授業・学習場面での積極的活動状況が低位の児童生徒において、こうした状況をさらに悪

化させる。また、情動スコアについても、q10、q25、q50、q75 において、不登校選択の影

響が顕著である。忍耐・自己抑制・目標達成・再起等の社会情動的スキルの獲得状況が特

に低位の児童生徒において、こうした状況をさらに悪化させる。最後に、健康スコアにお

いては、q10、q25、q75、q50、q90 において、不登校選択の影響が顕著である。運動・食・

睡眠習慣等の獲得状況は、どの分布帯においても、こうした状況に負の影響を持つ。  

 以上の分析結果から、不登校選択は、協調スコア、認知スコア、情動スコアが低位の児

童生徒にとって、ダメージが大きいことがわかる。これらのスコアが高位の児童生徒にと

ってのダメージは相対的に小さい。一方、健康スコアについては、いずれの分布帯におい

ても、不登校選択の負の影響が確認されている。 

 

表 3 分位点回帰分析の結果 
 q10 q25 q50 q75 q90 

 B SE B SE B SE B SE B SE 

協調スコア           

不登校 -0.568*** 0.164 -0.683*** 0.127 -0.738*** 0.097 -0.375*** 0.076 -0.258*** 0.069 

統制変数 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 

疑似 R2 0.152 0.152 0.121 0.085 0.059 

享楽スコア           

不登校 0.007 0.038 0.085 0.056 0.076 0.088 0.019 0.150 -0.085 0.193 

統制変数 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 

疑似 R2 0.033 0.042 0.087 0.105 0.129 

認知スコア           

不登校 -0.736*** 0.152 -0.545*** 0.101 -0.479*** 0.087 -0.315*** 0.090 -0.146 0.086 

統制変数 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 

疑似 R2 .189 .187 .182 .176 .150 

情動スコア           

不登校 -0.365* 0.146 -0.322** 0.102 -0.286** 0.090 -0.176* 0.088 -0.016 0.078 

統制変数 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 

疑似 R2 0.199 0.187 0.178 0.156 0.121 

健康スコア           

不登校 -0.549*** 0.157 -0.535*** 0.111 -0.354*** 0.088 -0.477*** 0.074 -0.321*** 0.063 

統制変数 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 

疑似 R2 0.195 0.212 0.191 0.132 0.075 

Note. N=11485. *** p <.001, ** p<.01, * p<.05. B は非標準化偏回帰係数, SE は標準誤差. 

 
  

5. 児童生徒が所属する学校・学級は主観的 well-being と関係しているのか(RQ3) 

 児童生徒の主観的 well-being は、所属する学校や学級の影響を受けるのだろうか。級内

相関係数(ICC: intraclass correlation coefficients)を検討することで、学校や学級の

分散説明量を確認する。教諭等で学級担任をもつ教師の学級に所属する児童生徒

(N=10,805)を対象として ICC を算出した。学校の分散説明量(学校間分散/(学校内分散＋学

校間分散))は、協調スコア(2.9%)、享楽スコア(5.1%)、認知スコア(4.3%)、情緒スコア(3.3%)、

健康スコア(0.8%)であった。一方、学級の分散説明量(学級間分散/(学級内分散＋学級間分

散))は、協調スコア(3.4%)、享楽スコア(5.7%)、認知スコア(5.3%)、情緒スコア(3.5%)、

健康スコア(0.4%)であった。児童生徒の主観的 well-being の享楽次元と認知次元は、どの

学校・学級に所属するかで５%程度が説明されており、これは十分な説明量である。一方、

健康次元は、学校・学級の説明量が相対的に小さく、家庭の影響によるところが大きいと

推察される。 
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6. 児童生徒と教員の主観的 well-being は教職キャリアの影響を受けるのか(RQ4) 

 児童生徒の主観的 well-being は、担任する教員のキャリアの影響を受けるのか。教諭等

で学級担任をもつ教師の学級に所属する児童生徒(N=10,805)を対象として、６段階のキャ

リアステージごとの平均値を確認した。一元配置分散分析の結果、協調スコア(F=2.894, 

p<.05, η2=.001)、享楽スコア(F=4.959, p<.001, η2=.002))、認知スコア(F=3.533, p<.01, 

η 2=.002)、情緒スコア(F=3.320, p<.01,η 2=.002)、健康スコア(F=1.745, p=n.s., η
2=.001)であり、健康スコア以外の 4 変数は、教職キャリアの影響を受けている。ただし、

効果量η2はいずれも「小(<.01)」である。全体的にみると、教職経験年数 21-30 年目のベ

テランの学級に所属する児童生徒の主観的 well-being がもっとも高い。ただし、31 年目

以上では、享楽スコア以外の変数が下降傾向にあり、児童生徒の well-being と教職経験の

関係は線型関係ではないことが示されている。一方、期教職経験年数 10 年以下の若年層教

員の学級に所属する児童生徒は、相対的にスコアが低い。初任者は全次元においてマイナ

ス水準にある。 

 

 
図 3 教職経験年数と児童生徒の主観的 well-being の関係 

 

 教員の主観的 well-being は、本人のキャリアの影響を受けるのか。教諭等で学級担任を

もつ教師(N=1,710)を対象として、６段階のキャリアステージごとの平均値を確認した。一

元配置分散分析の結果、ワーク・エンゲイジメント(F=4.085, p<.01, η2=.012 )、学習指

導効力感(F=2.935, p<.05,η2=.009)、地域探究効力感(F=3.453, p<.01,η2=.010)、生活指

導効力感(F=8.275, p<.001,η2=.024)、４変数いずれも、教職キャリアの影響を受けてい

る。効果量はいずれも「小」に相当する。全体的にみると、教職経験年数 21-30 年目のベ

テラン教員の主観的 well-being がもっとも高い。ただし、31 年目以上では、生活指導効

力感以外の変数が下降傾向にあり、教員の主観的 well-being と教職経験の関係は線型関係

ではないことが示されている。一方、教職経験年数 10 年以下の若年層教員は、相対的にス

コアが低い。特に初任者教員は、学習指導効力感と生活指導効力感において大幅なマイナ

ス水準にある。 
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図 4 教職経験年数と教員の主観的 well-being の関係 

 

7. 児童生徒と教員の主観的 well-being の相関関係(RQ5) 

 児童生徒と教員の主観的 well-being には有意な相関性があるのか。児童生徒と学級担任

教員のマッチングが成立した 370 学級を対象として相関分析を実施した。分析の結果、教

員の教師効力感が、児童生徒の Eudaimonic との間に正の相関を有していた。特に、学習指

導効力感は、Eudaimonic の３変数と有意な正の相関を有していた。特に、教員が学習指導

場面での指導・支援・工夫に自信をもって取り組めているとき、児童生徒の成長・実現面

での well-being も高くなる関係が認められている。この結果は、Maricuțoiu et al. (2023)
のメタ分析の結果と一致している。 

表 3  児童生徒と教員の主観的 well-being 相関 

         児童生徒   

教員 

Hedonic Eudaimonic 

協調スコア 享楽スコア 認知スコア 情動スコア 健康スコア 

ワーク・エンゲイジメント -.102 -.110 -.051 .011 .057 

学習指導効力感 -.104 -.004 .241** .255** .187** 

地域探究効力感 -.073 -.030 .089 .153* .157* 

生活指導効力感 -.141 -.006 .114 .151* .156* 

Note. N=370. ** p <.01, * p<.05. 

 

実践的示唆 

 研究課題の解明を通して得られた知見と示唆は以下の通りである。 

 第１に、不登校は児童生徒の主観的 well-being を棄損する可能性がある。主観的

well-being が比較的高い児童生徒の不登校選択は、負の影響が小さい。しかし、主観的

well-being が低位の児童生徒による不登校選択は、主観的 well-being を大幅に悪化させ

る。保護者調査では、保護者が学校を信頼するときの第１位が「子どもが生き生きとして

学校に通っているとき(選択率は小学校 60.6%、中学校 68.7%)」であった。不登校選択の放

置は、地域の児童生徒の幸福格差を招くだけでなく、保護者による学校信頼を棄損する可

能性を持つ大問題である。不登校支援では、①欠席を児童生徒の不調警告(アラート)とと

らえ、また、社会正義問題(保護者の SES が介在)としてとらえること。②登校の重要性と

不登校選択のキャリアリスクについての関係者間の理解を促進すること。③児童生徒・保

護者との対話、学習機会の断絶を阻止すること。④欠席日数 30 日以上の統計基準にとらわ

れることなく、５日・10 日・20 日等のショートスパンでのデータ収集とチーム対策のパッ
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ケージを考案すること。⑤校内サポートルームをはじめとして、学校内に複数の拠点を設

置し、校舎全体の立体空間を活用した設計・運用に努めること(小学校での実施が効果的)。 

 第２に、児童生徒の主観的 well-being は、教員の教職キャリアや自己効力感と関係して

いた。Hedonic(楽しさ)と Eudaimonic(成長・実現)共に、若年層教員の苦戦ぶりが示され

た。教員の職能開発による自己効力感が、児童生徒の Eudaimonic 系の主観的 well-being

と相関していた。授業実践の質が児童生徒の主観的 well-being に結び付きやすいため、

well-being 向上の文脈においても、学力向上と同様に、授業力を高めることの価値が示唆

される。授業力に欠ける教員が、楽しさ重視の学級経営を実践としたとしても、児童生徒

の主観的 well-being は改善されないであろう。若年層教員の授業力にフォーカスした校内

研修(ミニ研修)の活性化が期待される。 
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第４章 有識者の意見 

 

静岡大学教育学部 准教授 島田 桂吾 氏  
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山梨大学教育学部 准教授 三井 一希 氏 

                                             
 

浜松市は今、教育の大きな転換点に立っています。「第４次教育総合計画」では、「描く

夢や未来の実現」という理念を掲げ、デジタル技術を単なる道具ではなく、教育の在り方

そのものを根本から変えるためのエンジンとして「教育 DX」を位置づけています。これは、

従来の「ICT 活用教育」の枠を超え、子供たちの学び方、教職員の働き方、さらには学校

と社会のつながり方までもアップデートしようとする野心的な試みです。 

 

この変革の象徴となるのが、生成 AI の利活用ロードマップです。市は「Gemini for 

Education」等のツールを活用し、校務の効率化と学習の質の高度化を目指しています。校

務面では、通知表の文例作成の支援や事務処理の自動化を通じて、教職員が「子供と向き

合う時間」を確保することをミッションとしています。しかし、これは単なる「働き方改

革（時短）」にとどまってはなりません。デジタル化によって物理的なゆとりを創出し、そ

れを子供への深い伴走支援や教育の喜びといった「働きがい改革」へと繋げることが、本

計画の成否を分ける本質的な鍵となることでしょう。 

一方で、学校現場の期待と不安の乖離や、導入のスピード感には課題も残されているよ

うに感じます。例えば、児童生徒による生成 AI の利用計画に対し、有識者からは「世の中

から 2 周遅れてしまうスピード感だ」との厳しい指摘も出ています。子供たちはすでに学

校外で生成 AI に触れており、このスピード感の乖離が学校での学びを形骸化させる恐れが

あります。そこで提案したいのは、ニーズの高い学校での先行導入や、失敗を恐れず試行

する「サンドボックス（特区）」的な運用の前倒し検討です。ガイドラインを走りながら整

備する柔軟性が、変化の激しい現代には求められます。 

 

また、教育データの利活用についても、教師による「評価・指導のため」という視点に

偏りすぎず、子供自身が自分の学習履歴を確認し、自律的に学びを調整するための「学習

者主体」のツールへと拡張する視点が不可欠になります。データは管理の道具ではなく、

子供が自分らしさを発見したり、自分の得意を伸ばして不得意を克服したりするための指

針となる活用を目指していくことを期待します。 

 

教育 DX の真のゴールは、デジタル学習基盤の上で、「誰もが、いつでもどこからでも、

誰とでも、自分らしく学び続けられる環境」を実現することにあります。既存のアナログ

な仕組みを少しずつ直す「リフォーム」の発想ではなく、未来の理想像から逆算して新し

いプロセスをゼロから描く「新築型」の思考で、今後の変革を力強く推し進めていただき

たいと思います。浜松の子供たちが、予測困難な時代を力強く生きていく力を養えるよう、

我々大人もまた新たな技術を楽しみ、学び続ける姿勢を見せていくべきではないでしょう

か。 

 浜松市が切り拓くこの変革が、日本の教育の新たなスタンダードとなることを強く期待

しています。 
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静岡大学教育学部 准教授 塩田 真吾 氏 

                                             
 

今回の教育 DX 推進部会の取り組みにおいて、高く評価できる点は３つあります。 

１つ目は、教育 DX を単なる ICT 機器の整備や校務の効率化にとどまるものとしてではな

く、これからの時代に求められる学びや学校の在り方そのものを見据えた取り組みとして

議論している点です。特に、「誰もが，いつでもどこからでも，誰とでも，自分らしく学ぶ

ことができる教育環境の実現」というミッションは、教育 DX の目指す方向性を分かりやす

く示しており、技術の導入を目的とするのではなく、子どもたちの学びの充実を中心に据

えた考え方が共有されていることが示されています。 

２つ目は、校務 DX、学習データの活用、生成 AI の利活用などを個別の施策としてでは

なく、それぞれを関連付けながら総合的に推進しようとしている点です。教育 DX は一つの

技術やツールによって実現されるものではなく、学校全体の教育活動や組織運営を見直し、

よりよい学びへとつなげていく継続的な取り組みです。その意味で，部会において現場の

実情や課題を踏まえながら丁寧な議論が行われていることは、今後の施策の実効性を高め

る上でも重要な点です。 

３つ目は、生成 AI についても、単に利用の可否を議論するのではなく、その可能性と課

題の双方を見据えながら検討が進められている点です。子どもたちを取り巻く社会では AI

の活用が急速に広がっており、学校教育においても、新しい技術を排除するのではなく、

適切に活用する力を育てていく視点が求められます。そのような変化を前向きに捉え、教

育的な価値へとつなげようとする姿勢を高く評価します。 

一方で、今後の取り組みにおいては、今だけでなく、「10 年後、20 年後の社会を生きる

子どもたちをどのように育てるか」という長期的な視点から考えることが重要です。「自分

らしく学ぶ」という理念を、単に今の学校教育にフィットするように学ばせるのではなく、

将来，大人になった時にも学び続けられるように、学校教育だけでなく、様々な「学び」

や「学びの場」を意識させることにチャレンジしてほしいと思います。子どもたちが自分

の興味や関心、特性に応じて学び方を選択し、主体的に学びを深めていくことができる授

業づくりや学びの環境づくりを検討していただきたいと思います。 

また、生成 AI や学習データの活用が進む中では、利便性や効率性だけでなく、情報モラ

ルやプライバシーに関する理解を深めていくことも重要です。AI を活用する力と同時に、

自らの情報がどのように扱われるのかを理解し、適切に判断する力を育成していくことが、

これからの時代の情報活用能力になるでしょう。「学びのすべてを AI に任せて終わり」に

ならないように，何のために学ぶのか、そこで人間としてどのように判断すればよいかと

いう本質的な問いについて考え続けられるような取り組みを期待しています。 
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常葉大学大学院学校教育研究所 教授 紅林 伸幸 氏 

                                             
 

2016 年の文部科学省による実態調査によってスタートした本格的な教員の働き方改革は、昨年度

で 10 年目を迎え、第２ステージに入ろうとしている。学校における働き方改革推進部会において

は、浜松市がこの間に誠実にこの課題に取り組んできたことの成果と、それ故に見えてきた今後新

たに取り組まなければならない改革が示唆された。 

それを象徴しているのが、令和６年度の浜松市の教員のうち１ヶ月の時間外在校等時間が月 45

時間を超えた者が小学校で 28.8% 、中学校は小学校よりは多いがそれでも 50.8% に収まったとい

う結果である。目標達成率としては評価の分かれるところだろうが、2017 年度と 2018 年度に常葉

大学教職大学院が静岡県教育委員会と協力して実施した「教師の多忙解消に向けての調査」におい

て、小・中学校教員の１ヶ月の時間外労働時間の平均が過労死レベルの 80 時間を越えていたこと

を考えれば、業務改善による大きな成果と言える。けれども、当データによると、過去 3 年間に限

って見ると、その間の減少率は小さく、ほぼ横ばいの状態が続いているとの結果も確認された。ま

た、同様の結果は、時間の使い方を意識した働き方に努めている教員数にも表れていた。タイムマ

ネジメントを意識して働いている教員は、2020年度から2024年 度までほぼ一貫して85％前後と、

横ばい状態になっている。これの結果は個人の努力だけでは解消できない業務環境、労働条件の課

題があることを示していると考えるべきだろう。 

現在の改革を前進させるためには、それをただ継続し、その効果を上げるためにひたすら努力す

るだけではなく、それとは別の新しい改革を始めることが必要となっているのである。この課題を

象徴的に示しているのが、教頭・主幹の業務過多の問題である。教員の働き方改革が全体として進

んでいる中で、教頭・主幹の多忙は深刻度を増している。一部の教員が大きな負担を引き受けて、

全体の負担を減らすという構図は、一見すると改善されたように見えるかもしれないが、問題を横

にずらしているだけで、実際には何も変わっていないのかもしれないのだ。 

このように考えると、働き方改革の第２ステージでは、業務を変えることだけではなく、《教師

の働き方》そのものを変えることを明確に意識して改革を進めることが必要となるだろう。その柱

として期待したいのは、学校を教員にとっても安心・安全な場所にすることと、個々の教員のライ

フスタイルに応じた働き方ができる学校を実現することだ。学校における働き方改革推進部会で示

されたストレスチェックの結果によれば、業務の量や労働時間が減っているにもかかわらず、スト

レスは減っていない。この結果は、業務の数や労働時間をただ減らせば、ストレス問題が解決する

わけではないことを示している。ストレスを軽減し、解消する働き方の改革が必須の課題となるだ

ろう。   

また、時短やフレックスなどの制度的な整備が進んでいるにもかかわらず、十分に機能していな

いのが、個々の教員の事情に応じた働き方だ。週休二日制が、企業、一般公務員、教育公務員の順

に導入されたように、簡単でないことは理解できるが、教師のライフスタイルが既に他の市民と同

様に多様化し、もはや避けられない現状において、その実現もまた喫緊の課題である。 

現在、学校現場が抱えている最大の課題は講師不足だ。日本は講師のなり手を一定数地域にスト

ックする仕組みによって、保護者が安心して子供を預けることができる学校を維持してきた。しか

し、かつてと同じやり方でそれができなくなりつつある今、教員の働き方改革の行方こそが、教師

の姿が子供たちの目に生き生きとして魅力的で頼もしい姿として映り、教職が若者にとってなんと

しても就きたい職業となり、保護者が安心して子供を預けることができる学校でありつづけるため

の鍵を握っているのである。 
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参考  第４次浜松市教育総合計画推進会議・推進部会 
 

第４次浜松市教育総合計画に掲げる教育理念や目指すこどもの姿の実現に向けて、施策・取組の

確実な推進を図ることを目的に、以下の推進会議・推進部会を設置して重点施策等に係る協議を行

いました。 

 

１ 第４次浜松市教育総合計画推進会議 

 

■推進会議委員 

 氏 名 職 名 

教育委員会 

野秋 愛美 教育長（委員長） 

田中 佐和子 教育長職務代理者（副委員長） 

神谷 紀彦 教育委員 

鈴木 重治 教育委員 

下鶴 志美 教育委員 

高木 邦子 教育委員 

学識経験者 

卯月 由佳 
国立教育政策研究所 教育政策・評価研究部 

副部長 

山下 絢 日本女子大学 人間社会学部 教授 

島田 桂吾 静岡大学 教育学部 准教授 

学校代表 
石野 政史 浜松市立気賀小学校 校長 

野中 崇 浜松市立南部中学校 校長 

 

■開催状況 

開催日 協議内容 

第１回 
令和７年７月30日 

（書面開催） 

今年度の方向性について 

（１）教育DX推進部会 

（２）学校における働き方改革推進部会 

（３）評価・検証推進部会 

第２回 令和８年２月９日 

（１）教育DX推進部会 

・浜松市版 教育DX推進の全体像（案）について 

（２）学校における働き方改革推進部会 

・浜松市教職員に関する業務量管理・健康確保措置 

実施計画（案）について 
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２ 推進部会 

（１）評価・検証 

 

■有識者 

氏 名 職 名 

露口 健司 愛媛大学大学院教育学研究科 教授 

山下 絢 日本女子大学人間社会学部 教授 

 

■開催状況 

開催日 協議内容 

第１回 令和７年６月25日 第４次浜松市教育総合計画の評価・検証について 

第２回 令和７年10月28日 

（１）調査項目について 

（２）データの利活用について 

・評価・検証の視点について 

・学校への結果提供について 

 

（２）教育DX  

   

■有識者 

氏 名 職 名 

三井 一希 山梨大学教育学部 准教授 

塩田 真吾 静岡大学教育学部 准教授 

 

■開催状況 

開催日 協議内容 

第１回 令和７年７月16日 

（１）第４次浜松市教育総合計画を支える教育DXの  

在り方について 

  ・教育DXについて 

  ・教育DXに関する教育センターの取組内容 

  ・教育DX推進部会の方向性について 

（２）学校現場における生成AI利活用について 

  ・生成AIの利活用について 

  ・AIを活用した英語教育モデル校 

  ・生成AI利活用の全体像 

第２回 令和７年12月16日 本市における教育DX推進の全体像（案）について 
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（３）学校における働き方改革 

 

■有識者 

氏 名 職 名 

紅林 伸幸 常葉大学大学院学校教育研究科 教授 

高木 邦子 静岡文化芸術大学文化政策学部 教授 

 

■開催状況 

開催日 協議内容 

第１回 令和７年９月16日 

（１）「業務改善方針」におけるこれまでの取組状況と 

成果について 

（２）「業務管理・健康確保実施計画」の策定に向けて 

  ・国の動向について 

  ・教員の負担感・働きがいに関する意識調査結果に 

ついて 

第２回 令和８年１月23日 
浜松市教職員に関する業務量管理・健康確保措置実施  

計画 骨子（案）について 
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